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横浜市調達公告第233号 

総合評価一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「中土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３）」ほか２件の工事について、一般競争入

札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお

いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和3 9年３月横浜市規則第5 9号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条

第１項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する電子入札システム（横浜市契約規則第

２条第３号の電子入札システムをいう。以下同じ。）に登録された評定点（工事ごとに定める期間内

に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とする。また、最新月に完

成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市請負工事等総合評価落札方式実施要

綱（以下「総合評価実施要綱」という。）、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）（以下「運用基

準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という。）等に定める

ところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札参加者は、工事ごとの総合評価落札方式実施要領書（以下「実施要領書」という。）に定めると

調 達 公 告 
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ころにより、技術資料を財政局契約第一課へ提出すること。 

なお、提出後の技術資料の修正及び追加等は、提出期間内であっても認めない。 

 (2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込み手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等

の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ

、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 技術資料の提出をしない者が行った入札、又は実施要領書の定めに従わない技術資料を提出した者が

行った入札 

(4) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札又は３(4) の定めに従わない工事費内訳

書の提出をした者が行った入札 

(6) ７(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(7) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(9) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(11) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 技術資料の審査及び技術評価点の算出 
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技術資料の審査及び技術評価点の算出については、工事ごとに定める実施要領書に基づき行う。 

６ 落札予定者の決定、入札参加資格の確認及び落札者の決定 

 (1) 開札後、調査基準価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者

に通知する。 

(2) ５により算出した入札者ごとの技術評価点及び入札価格を基に、実施要領書に定める方法により、評

価値を算出する。 

(3) 次に掲げる要件を全て満たす入札者のうち、(2) により算出した評価値が最も高い者を落札予定者と

する。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札者が提出した技術資料が、実施要領書で明示する技術資料の要求要件のうち、必須とされた項

目の最低要求要件を全て満たしていること。 

ウ 評価値が、標準点を予定価格（単位：億円）の108分の100で除して得た数値を下回っていないこと 

   。 

(4) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、横浜市工事請負契約に係る低入

札価格取扱要綱（以下「低入札要綱」という。）第４条第１項第４号に定める基準（以下「失格基準」

という。）に該当する場合には、その者を落札者としない。この場合、(3) の要件を全て満たす者のう

ち、次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

(5) 失格基準に該当した者を除き、評価値の同じ落札予定者が２者以上あるときは、当該落札予定者にく

じを引かせて落札予定者１者を決めるものとする。この場合、当該落札予定者のうちくじを引かない者

があるときは、その者に代わり当該入札事務に関係のない本市職員にくじを引かせ落札予定者を決定す

るものとする。 

(6) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する

積算疑義申立て期間終了後、落札予定者、落札予定者の入札価格及び(2) により算出した落札予定者の

評価値を入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

(7) 落札決定を保留した後、落札予定者が入札参加資格を満たすものであるかを確認する。 

(8) (7）の入札参加資格の確認の結果により、落札予定者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者であると確認した場合には、その者を落札者とし、入札

参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札予定者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札をした他の者のうち次に評価値の高い

者を新たに落札予定者とし、（7）の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様

の手続を繰り返す。 

(9) (7）の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札予定者は、工事ごとに定める提出書類等を、別に

指定した日時までに財政局契約第一課へ提出し、また確認のための指示に従わなければならない。指定

した期限までに書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札予定者は入札参加資

格を満たす者でないとし、（8）イの手続により落札者を決定する。 

(10)（8）イの手続により、落札予定者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、

当該落札予定者に通知する。 

(11) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満であり、失格基準に該当しない場合は

、（7）の入札参加資格の確認とあわせて総合評価実施要綱第13条に定めるとおり、低入札要綱に定め

る調査を行う。 

(12) (11) の調査の結果、当該入札価格では、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされない

おそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととな

るおそれがあって著しく不適当であると認めるときは、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲

内の価格をもって入札した他の者のうち次に評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

(13) (11) の調査にあたっては、当該落札予定者は、低入札要綱に定める書類を各３部、別に指定した日

時までに財政局契約第一課へ提出し、また、調査のために必要な指示に従わなければならない。上記の

期限まで に書類等が提出されない場合又は指示に従わない場合には、(12) に該当するものとし、当該

落札予定者を落札者としないものとする。 

(14) 落札予定者の入札価格が工事ごとに定める調査基準価格未満である場合は、低入札要綱第４条の２

第１号に定める技術者を、（9）により提出された入札参加資格確認資料に記載した技術者とは別に、

施工現場に専任で１名以上配置しなければならない（特定建設共同企業体の場合、各構成員が配置する
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こと。）。この場合、当該技術者について、配置技術者（変更）届出書（第６号様式）及び必要書類を

別に指定した日時までに財政局契約第一課へ提出すること。 

(15) (13) に定める書類は、３(4) に定める工事費内訳書の各項目の内容に対応したものを提出すること

。対応した書類の提出がない場合には、(12) に該当するものとし、当該落札予定者を落札者としない

ものとする。 

(16) 落札者の決定にあたって、総合評価実施要綱第５条第３項で定める学識経験者の意見聴取を行った

場合は、その結果を考慮し、落札予定者を落札者として決定する。 

(17) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札予定者が指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち次に

評価値の高い者を新たに落札予定者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め

る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の

４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を

当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

９ 調査基準価格未満の金額で入札を行った者との契約 

(1) ７(3) の規定にかかわらず、入札参加要領第27条第１項に定める契約保証金の額は、契約金額の100

分の30以上とする。 

(2) ８(2) の規定にかかわらず、工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契

約を締結した会計年度において、契約金額の1 0分の２以内の額を支払う。また、「する（各年）」とあ

る場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の1 0分の２以内の額を、当該会計年度ごとに支払

う。なお、公共工事の前払金に関する規則第２条第２項に規定する前払金(中間前払金)は支払わない。 

  

(3) 契約金額にかかわらず施工体制台帳の提出を義務付けるものとする。 

(4) 契約金額にかかわらず、横浜市請負工事検査事務取扱要綱第８条第２項各号に定める工種を主たる工

種とする工事については、中間技術検査を行うものとする。 

(5) 工事完成後、低入札要綱に定める低入札価格事後コスト調査を行うものとする。 

10 その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める
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入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 入札に参加した者は、入札締切後、正当な理由なく落札者となることを辞退することはできないもの

とする。 

(8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第

１項の規定により、一般競争参加停止及び指名停止措置を行う。 

ア 落札予定者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

ただし、開札日が同一週にある政府調達協定の対象となる工事以外の複数の工事（工事契約の入札

に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱による疑義申立てがあった工事を除く。以下「一連の工

事」という。）の落札候補者等となった有資格者が、一連の工事のうち、入札公告又は指名通知書に

定める開札予定日時が最も遅いものから順に落札者となることを辞退した場合は、停止措置に該当し

ない。この場合においても、一連の工事の全部又は一部について、次のいずれかに該当するときは停

止措置に該当する。 

(ｱ) 落札候補（予定）者通知書の送付日の翌開庁日の17時を経過した後に正当な理由なく辞退したと

き。 

(ｲ) 一般競争入札（条件付）において、期間内に提出すべき資格確認書類の提出後に正当な理由なく

辞退したとき。 

(ｳ) 入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も早い工事について正当な理由なく辞退した

とき。 

イ 落札予定者となった者が、６(9) に定める書類の提出をしない場合 

ウ 工事ごとに定める調査基準価格未満の金額で入札を行って落札予定者となった者が、低入札要綱第

４条第１項第１号に該当した場合（ただし、資料に不備等があることのみにより同号に該当した場合

を除く。） 

(9) ６(7) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(10) (9)の適格性の審査にあたり落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代理

人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要

綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ

れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の

工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない

旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約につい

ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(11) (9)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成25・26年度の横浜

市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され

ているもの。）における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定

価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高

請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８

割に満たない者は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 
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(12) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(13) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和3 9年３月横浜

市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する

。 

(14) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、入札取扱要綱、総合評価実施要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４３４０１００２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

施工場所 
中土木管内一円 

工事概要 

アスファルト舗装工６００ｍ２、切削オーバーレイ工５０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 １１，３１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、西区又は中区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月２２日（金）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 中区中土木事務所 電話 ０４５－６４１－７６８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３４０１００２０ 

工事件名 
中土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、１０（１０）及び１０（１１））に記載があ 

  るので留意すること。 

（２）本件工事は総合評価落札方式（特別簡易型）対象工事である。詳細は、本件工事の 

  実施要領書に定めるところによる。 

   実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること。 

   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２６年７月２５日 

   ・技術資料の受付期間：平成２６年８月５日から平成２６年８月７日まで 

   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２６年９月４日頃 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 

（４）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 

  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 

  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 

  いる場合はこの限りでない。）。 

  ア 中土木管内舗装補修（応急修理）工事（その７） 

  イ 中土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 

  ウ 中土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 

（５）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 

  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  

  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４７０１００２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

不陸整正工３８５ｍ２、アスファルト舗装工６８５ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月 ９日まで 

予定価格 １０，１２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は泉区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月２２日（金）午前 ９時１６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４７０１００２０ 

工事件名 泉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、１０（１０）及び１０（１１））に記載があ 

  るので留意すること。 

（２）本件工事は総合評価落札方式（特別簡易型）対象工事である。詳細は、本件工事の 

  実施要領書に定めるところによる。 

   実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること。 

   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２６年７月２５日 

   ・技術資料の受付期間：平成２６年８月５日から平成２６年８月７日まで 

   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２６年９月４日頃 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 

（４）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 

  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 

  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 

  いる場合はこの限りでない。）。 

  ア 泉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その５） 

  イ 泉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 

  ウ 泉土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２）  

（５）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 

  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  

  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４８０１００２３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 

施工場所 
瀬谷土木管内一円 

工事概要 

不陸整正工７００ｍ２、アスファルト舗装工１，３００ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 １３，６１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 開札後に公表（低入札価格調査制度適用） 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 

（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ７日（木）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月２２日（金）午前 ９時１７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４８０１００２３ 

工事件名 瀬谷土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 

入 

 

札 

 

に 

 

係 

 

る 

 

必 

 

要 

 

事 

 

項 

【注意事項】 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、１０（１０）及び１０（１１））に記載があ 

  るので留意すること。 

（２）本件工事は総合評価落札方式（特別簡易型）対象工事である。詳細は、本件工事の 

  実施要領書に定めるところによる。 

   実施要領書は、横浜市のホームページからダウンロードすること。 

   ・技術資料作成に関する質問提出期限：平成２６年７月２５日 

   ・技術資料の受付期間：平成２６年８月５日から平成２６年８月７日まで 

   ・落札者の決定及び評価結果の公表：平成２６年９月４日頃 

（３）調査基準価格未満で入札した場合の取扱いは公告本文９による。 

（４）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 

  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 

  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 

  いる場合はこの限りでない。）。 

  ア 瀬谷土木管内舗装補修（応急修理）工事（その４） 

  イ 瀬谷土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 

（５）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 

  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  

  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 

この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

14 

 

 

横浜市調達公告第234号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「ＭＣ－３接続通路改良工事」ほか78件の工事について、一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお

いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条

第１項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する電子入札システム（横浜市契約規則第

２条第３号の電子入札システムをいう。以下同じ。）に登録された評定点（工事ごとに定める期間内

に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とする。また、最新月に完

成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負関係）

（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」という

。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする
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こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等

の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ

、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者

に通知する。 

(2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者

のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ

た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定す

る積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書に
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より入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候

補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連

絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指

示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該

落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

(7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工事ごとに定め

る前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の

４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、公共工事の前払金に関する規則第２条第３項に規定

する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予定額の10分の２以内の額を

当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 
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(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第

１項の規定により、一般競争参加停止及び指名停止措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

ただし、開札日が同一週にある政府調達協定の対象となる工事以外の複数の工事（工事契約の入札

に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱による疑義申立てがあった工事を除く。以下「一連の工

事」という。）の落札候補者等となった有資格者が、一連の工事のうち、入札公告又は指名通知書に

定める開札予定日時が最も遅いものから順に落札者となることを辞退した場合は、停止措置に該当し

ない。この場合においても、一連の工事の全部又は一部について、次のいずれかに該当するときは停

止措置に該当する。  

(ｱ) 落札候補（予定）者通知書の送付日の翌開庁日の17時を経過した後に正当な理由なく辞退したと

き。 

(ｲ) 一般競争入札（条件付）において、期間内に提出すべき資格確認書類の提出後に正当な理由なく

辞退したとき。 

(ｳ) 入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も早い工事について正当な理由なく辞退した

とき。 

イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代理

人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要

綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ

れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の

工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない

旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約につい

ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成25・26年度の横浜

市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され

ているもの。）における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定

価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高

請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８

割に満たない者は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) 当該工事の契約締結について、横浜市議会の議決に付すべき契約に関する条例（昭和39年３月横浜

市条例第５号）第２条の規定により市議会の議決に付すべきものである場合には、工事ごとに明示する
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。 

(13) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、公共工事の前払金に関する規則

、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等に定めるところによ

るものとする。 
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契約番号 １４１４０１００５１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
ＭＣ－３接続通路改良工事 

施工場所 
中区南本牧２番地 

工事概要 

上部工嵩上げ工Ｌ＝４０２ｍ 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月１５日まで 

予定価格 ３６，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、磯子区、金沢区又は栄区内のいずれ 
  かであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 港湾局建設第二課 電話 ０４５－６７１－０８２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑処理区佐江戸地区下水道整備工事（その３９） 

施工場所 
都筑区佐江戸町８３８番地先から８７３番地先まで 

工事概要 

鋼製さや管ボーリング推進工（Φ３００ｍｍ、Ｌ＝１０．５ｍ）、塩ビ管布設工（Φ５０ 
０ｍｍ、Ｌ＝２５ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

予定価格 ２６，７２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｂ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、保土ケ谷区、港北区、青葉区又は都 
  筑区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時２２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）特記仕様書において推進工事技士の配置について定めがあるので留意すること。 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－３５３７ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２１４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部処理区緊急輸送路下水道管きょ耐震化工事 

施工場所 
鶴見区鶴見中央四丁目３６番１７号地先ほか３か所 

工事概要 

既設人孔浮上防止工（重量化工法）３基、既設人孔浮上防止工（過剰間隙水圧消散型工法 
）１基、既設人孔接続部耐震化工６か所 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 ８，０６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区又は神奈川区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時４７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３２０１００１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川土木管内下水道修繕工事（その３） 

施工場所 
神奈川土木管内一円 

工事概要 

塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ｍｍ、１４か所）、塩ビ管修繕工（Φ２５０ 
ｍｍ、Ｌ＝３４ｍ）、人孔修繕工３７か所、雨水桝修繕工３か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２２日まで 

予定価格 １６，９００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区又は港北区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

23 

 

契約番号 １４３２０１００１９ 

工事件名 
神奈川土木管内下水道修繕工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 神奈川土木管内下水道修繕工事（その６） 
  イ 神奈川土木管内下水道修繕工事（その２） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４１４０１００４８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南本牧ふ頭建設工事・下水道整備工 

施工場所 
中区南本牧２番地 

工事概要 

ポリエチレン管布設工（Φ７５ｍｍ～Φ１００ｍｍ、Ｌ＝３２．８ｍ）、コンクリート製 
真空弁ユニット（２弁式）設置工１基 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 ５，９２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区又は南区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 港湾局建設第二課 電話 ０４５－６７１－０８２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３７０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷土木管内下水道修繕工事・取付管接続受託下水道工事（その２） 

施工場所 
保土ケ谷土木管内一円 

工事概要 

塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ｍｍ、２３か所）、雨水桝修繕工２か所、人 
孔修繕工１１か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月１８日まで 

予定価格 １３，３２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、保土ケ谷区又は戸塚区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時１６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３７０１００２１ 

工事件名 
保土ケ谷土木管内下水道修繕工事・取付管接続受託下水道工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   保土ケ谷土木管内下水道修繕工事・取付管接続受託下水道工事 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３８０１００２８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭土木管内河川水路維持工事（その４） 

施工場所 
旭土木管内一円 

工事概要 

河川しゅんせつ工４０ｍ３、水路しゅんせつ工４０ｍ３、防護柵設置工Ｌ＝４０ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

予定価格 ８，３３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、保土ケ谷区又は旭区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３８０１００２８ 

工事件名 
旭土木管内河川水路維持工事（その４） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 旭土木管内河川水路維持工事（その５） 
  イ 旭土木管内河川水路維持工事（その１） 
  ウ 旭土木管内河川水路維持工事（その３） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３９０１００１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子土木管内河川水路維持工事（その１） 

施工場所 
磯子土木管内一円 

工事概要 

排水溝しゅんせつ工Ｌ＝１５０ｍ、Ｕ形側溝工Ｌ＝１５０ｍ、防護柵設置工Ｌ＝１５０ｍ 
 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 １４，４７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木又はとび・土工 

格付等級 【土木：Ｃ】又は【とび・土工：－】 

登録細目 【土木：一般土木工事】又は【とび・土工：とび・土工工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業又はとび・土工工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、中区、磯子区又は金沢区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３９０１００１９ 

工事件名 
磯子土木管内河川水路維持工事（その１） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   磯子土木管内河川水路維持工事（その４） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

31 

 

契約番号 １４４１０１００３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北土木管内道路整備工事（その６） 

施工場所 
港北土木管内一円 

工事概要 

Ｌ形側溝工Ｌ＝４０ｍ、雨水桝設置工１か所、アスファルト舗装工２７０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ９，７５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区又は港北区内のいずれかであること。 
（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 
   ること。    
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの間の最新月に完成した工種 
   「土木」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 
完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４１０１００３９ 

工事件名 
港北土木管内道路整備工事（その６） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 港北土木管内道路整備工事（その１１） 
  イ 港北土木管内道路整備工事（その１） 
  ウ 港北土木管内道路整備工事（その２） 
  エ 港北土木管内道路整備工事（その３） 
  オ 港北土木管内道路整備工事（その４） 
  カ 港北土木管内道路整備工事（その５） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４１０１００３８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
震災時仮設トイレ用排水設備設置工事（新横浜駅前公園） 

施工場所 
港北区新横浜二丁目２０番地 

工事概要 

塩ビ管布設工（Φ２５０ｍｍ～Φ４５０ｍｍ、Ｌ＝２４．１ｍ） ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 ９，１４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区又は港北区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時０２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４３０１００３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その４） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

Ｌ形側溝工Ｌ＝６０ｍ、雨水桝設置工４か所、アスファルト舗装工１，１００ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 １６，４１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４３０１００３１ 

工事件名 
青葉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その４） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 青葉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その１） 
  イ 青葉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その３） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４２１０１０２１３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑処理区青葉区大場地区下水道再整備工事（その４） 

施工場所 
青葉区大場町２１６番地先から２４１番地先まで 

工事概要 

塩ビ管取付管布設工（Φ１５０ｍｍ～Φ２００ｍｍ、７１か所） ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １４，３３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時４６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局管路保全課 電話 ０４５－６７１－２８３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４３０１００３２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉土木管内下水道修繕工事（その１） 

施工場所 
青葉土木管内一円 

工事概要 

塩ビ取付管修繕工（Φ１５０ｍｍ、１か所）、塩ビ管修繕工（Φ２５０ｍｍ、Ｌ＝５ 
ｍ）、雨水桝修繕工１か所 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月２７日まで 

予定価格 １４，２００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時２１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４３０１００３２ 

工事件名 
青葉土木管内下水道修繕工事（その１） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   青葉土木管内下水道修繕工事（その３） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４１２０１００５５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
相沢川環境整備工事 

施工場所 
泉区上飯田町４８０８番２地先から４８１１番６地先まで 

工事概要 

掘削工２７５ｍ３、防止柵工Ｌ＝１３９ｍ 、明色舗装工４５１ｍ２ ほか      
       

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 １９，２３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時１６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 道路局河川事業課 電話 ０４５－６７１－２８６９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４７０１００１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内道路整備工事（その３） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

Ｌ形側溝工Ｌ＝１５ｍ、雨水桝設置工２か所、アスファルト舗装工２９４ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月 ９日まで 

予定価格 １０，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １１時０１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４７０１００１９ 

工事件名 
泉土木管内道路整備工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 泉土木管内道路整備工事（その７） 
  イ 泉土木管内道路整備工事（その１） 
  ウ 泉土木管内道路整備工事（その２） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４７０１００１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その２） 

施工場所 
泉土木管内一円 

工事概要 

Ｌ形側溝工Ｌ＝２５ｍ、雨水桝設置工３か所、アスファルト舗装工２２０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２５日まで 

予定価格 ９，１８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、泉区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 泉区泉土木事務所 電話 ０４５－８００－２５３４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４７０１００１８ 

工事件名 
泉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   泉土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４５０１００３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その２） 

施工場所 
戸塚土木管内一円 

工事概要 

ＬＵ形側溝工Ｌ＝２００ｍ、アスファルト舗装工１５０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月１８日まで 

予定価格 １８，４４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、戸塚区又は泉区内のいずれかであること。 
（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 
   ること。    
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの間の最新月に完成した工種 
   「土木」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）イの場合、工事 
完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時４１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 戸塚区戸塚土木事務所 電話 ０４５－８８１－１６２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４５０１００３３ 

工事件名 
戸塚土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   戸塚土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４５０１００３６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚土木管内道路整備工事（その６） 

施工場所 
戸塚土木管内一円 

工事概要 

Ｌ形側溝工Ｌ＝３０ｍ、雨水桝設置工３か所、アスファルト舗装工４１０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１８日まで 

予定価格 １０，１２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、戸塚区又は泉区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 戸塚区戸塚土木事務所 電話 ０４５－８８１－１６２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４５０１００３６ 

工事件名 
戸塚土木管内道路整備工事（その６） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 戸塚土木管内道路整備工事（その１２） 
  イ 戸塚土木管内道路整備工事（その１） 
  ウ 戸塚土木管内道路整備工事（その２） 
  エ 戸塚土木管内道路整備工事（その３） 
  オ 戸塚土木管内道路整備工事（その４） 
  カ 戸塚土木管内道路整備工事（その５） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４８０１００２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
瀬谷土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その３） 

施工場所 
瀬谷土木管内一円 

工事概要 

ＬＵ形側溝工Ｌ＝１００ｍ、雨水桝設置工２か所、アスファルト舗装工１５０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月２０日まで 

予定価格 １１，０６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １１時０２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 瀬谷区瀬谷土木事務所 電話 ０４５－３６４－１１０５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４８０１００２２ 

工事件名 
瀬谷土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 瀬谷土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その１） 
  イ 瀬谷土木管内道路整備工事・狭あい道路拡幅整備工事（その２） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４１２０１００５４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
建設課管理用地（北部方面）管理工事（その２） 

施工場所 
建設課北部方面管内一円 

工事概要 

掘削工２００ｍ３、防止柵設置工Ｌ＝２００ｍ、アスファルト舗装工５０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月２０日まで 

予定価格 ４，６９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、港北区、緑区、 
  青葉区、都筑区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３５３９ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１２０１００５４ 

工事件名 
建設課管理用地（北部方面）管理工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   建設課管理用地（北部方面）管理工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３３０１００１７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 

施工場所 
西土木管内一円 

工事概要 

不陸整正工３５０ｍ２、アスファルト舗装工５５０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 ９，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区又は保土ケ谷区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １１時０２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 西区西土木事務所 電話 ０４５－２４２－１３１３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３３０１００１７ 

工事件名 
西土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 西土木管内舗装補修（応急修理）工事（その６） 
  イ 西土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３５０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

施工場所 
南土木管内一円 

工事概要 

不陸整正工３８０ｍ２、アスファルト舗装工６４０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月１３日まで 

予定価格 １１，０７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、南区又は港南区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １１時１１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 南区南土木事務所 電話 ０４５－７４１－３１２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

55 

 

契約番号 １４３５０１００２１ 

工事件名 
南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その６） 
  イ 南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 
  ウ 南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３６０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

施工場所 
港南土木管内一円 

工事概要 

アスファルト舗装工５５５ｍ２、路盤整正工４４５ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 ９，２２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、港南区又は戸塚区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １１時１２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港南区港南土木事務所 電話 ０４５－８４３－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３６０１００２１ 

工事件名 
港南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 港南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その７） 
  イ 港南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 
  ウ 港南土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

58 

 

契約番号 １４４１０１００４０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その６） 

施工場所 
港北土木管内一円 

工事概要 

アスファルト舗装工７０５ｍ２、路盤整正工３００ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 １１，１９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区又は港北区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時１１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４１０１００４０ 

工事件名 
港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その６） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１１） 
  イ 港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 
  ウ 港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 
  エ 港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 
  オ 港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その４） 
  カ 港北土木管内舗装補修（応急修理）工事（その５） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４４０１００３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑土木管内舗装補修（応急修理）工事（その４） 

施工場所 
都筑土木管内一円 

工事概要 

アスファルト舗装工５４０ｍ２、不陸整正工４１０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ９，７８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４４０１００３０ 

工事件名 
都筑土木管内舗装補修（応急修理）工事（その４） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 都筑土木管内舗装補修（応急修理）工事（その７） 
  イ 都筑土木管内舗装補修（応急修理）工事（その１） 
  ウ 都筑土木管内舗装補修（応急修理）工事（その２） 
  エ 都筑土木管内舗装補修（応急修理）工事（その３） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４１４０１００４９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
各ふ頭応急補修工事（２６－２） 

施工場所 
港湾局管理用地一円 

工事概要 

アスファルト舗装工６５０ｍ２、区画線設置工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 １７，５２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ａ、Ｂ又はＣ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、西区、中区、磯子区又は金沢区内  
  のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港湾局維持保全課 電話 ０４５－６２２－０６００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１４０１００４９ 

工事件名 
各ふ頭応急補修工事（２６－２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   各ふ頭応急補修工事（２６－１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３５０１００２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南区永田東一丁目地内舗装補修（切削）工事（夜間） 

施工場所 
南区永田東一丁目３番２２号地先から６番３０号地先まで 

工事概要 

切削オーバーレイ工５，１００ｍ２、区画線設置工Ｌ＝１，６３６ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 ３２，６４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、保土ケ谷区、磯子区、金沢 
  区、戸塚区、栄区又は泉区内のいずれかであること。 
（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 建設機械所有事業者であること。 
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの間の最新月に完成した工種 
   「ほ装」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時３３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）本件工事は、建設機械所有事業者へのインセンティブ試行対象工事である。 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 南区南土木事務所 電話 ０４５－７４１－３１２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３５０１００２０ 

工事件名 
南区永田東一丁目地内舗装補修（切削）工事（夜間） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【提出書類】 
（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）入札 
参加資格その他（２）アの場合、建設機械を所有していること又は長期の賃貸借契約をし 
ていることが確認できる書類（売買契約書の写し、賃貸借契約書の写し等。）及び当該建 
設機械の写真（側面から撮影した全体が写っているもの。） （６）入札参加資格その他 
（２）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３９０１００２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子区杉田八丁目地内道路整備工事 

施工場所 
磯子区杉田八丁目３９番１７号地先から４１番１２号地先まで 

工事概要 

不陸整正工９２８ｍ２、アスファルト舗装工９２８ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月１５日まで 

予定価格 ２９，６７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、保土ケ谷区、磯子区、金沢 
  区、戸塚区、栄区又は泉区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４４０１００２９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑区佐江戸町地内ほか１か所舗装補修工事 

施工場所 
都筑区佐江戸町１６２番地先から２６６番地先までほか１か所 

工事概要 

アスファルト舗装工２，２３２ｍ２、区画線設置工Ｌ＝１，００７ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 ２８，４５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、旭区、港北区、緑区、青葉区、都筑 
  区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４５０１００３５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚区東俣野町地内舗装補修（切削）工事 

施工場所 
戸塚区東俣野町６５番２地先から３４１番２１地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工１，８００ｍ２、切削オーバーレイ工１，９８０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月１７日まで 

予定価格 ３１，２５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、保土ケ谷区、磯子区、金沢 
  区、戸塚区、栄区又は泉区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等）  

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時４２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 戸塚区戸塚土木事務所 電話 ０４５－８８１－１６２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１２０１００５７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
平成２６年度和泉川改修工事（その２） 

施工場所 
瀬谷区二ツ橋町１３７番３５地先から１３５番６４地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工４２４ｍ２、ＬＵ型側溝工Ｌ＝１９４ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 ２３，４４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｂ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、旭区、港北区、緑区、青葉区、都筑 
  区又は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時１７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ２回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 道路局河川事業課 電話 ０４５－６７１－３９８７ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３９０１００２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
磯子区森が丘一丁目地内道路整備工事 

施工場所 
磯子区森が丘一丁目５番７号地先から８番２５号地先まで 

工事概要 

アスファルト舗装工１，３５４ｍ２、Ｌ型側溝工Ｌ＝５１８ｍ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 １６，１３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区又は金沢区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時４６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４００１００２５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢区寺前一丁目地内歩道補修工事 

施工場所 
金沢区寺前一丁目３番１号地先から４番２号地先まで 

工事概要 

透水性アスファルト舗装工３７４ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 １６，５００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、中区、磯子区又は金沢区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時０１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 金沢区金沢土木事務所 電話 ０４５－７８１－２５１４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４３０１００３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉区青葉台二丁目地内交差点改良工事 

施工場所 
青葉区青葉台二丁目１９番地先 

工事概要 

切削オーバーレイ工７５６ｍ２、歩道舗装工１，３３０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 ２２，７６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時２２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４４０１００３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑区荏田南三丁目地内ほか１か所舗装補修工事 

施工場所 
都筑区荏田南三丁目３５番地先ほか１か所 

工事概要 

切削オーバーレイ工１，８２０ｍ２、アスファルト舗装工２８３ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

予定価格 １９，３１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、港北区、青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時４０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 都筑区都筑土木事務所 電話 ０４５－９４２－０６０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１２０１００５８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路権太坂和泉線（和泉地区）街路整備工事（その５） 

施工場所 
泉区和泉町４９５２番３地先 

工事概要 

車道舗装工４５６ｍ２、歩道舗装工１５８ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １９，９８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 ほ装 

格付等級 【ほ装：Ｃ】 

登録細目 【ほ装：一般舗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

ほ装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、旭区又は泉区内のいずれかであること。 
（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 建設機械所有事業者であること。 
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの間の最新月に完成した工種 
   「ほ装」に係る工事成績が８０点以上の者であること。  
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）アの場合、建設 
機械を所有していること又は長期の賃貸借契約をしていることが確認できる書類（売買契 
約書の写し、賃貸借契約書の写し等。）及び当該建設機械の写真（側面から撮影した全体 
が写っているもの。） （５）入札参加資格その他（２）イの場合、工事完成検査結果通 
知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時４８分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）本件工事は、建設機械所有事業者へのインセンティブ試行対象工事である。 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－３６３５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１４０１００５２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
本牧海釣り施設補修工事 

施工場所 
中区本牧ふ頭１番地１０地先 

工事概要 

塗替塗装工２，０５４ｍ２、足場工２，００８ｍ２、主桁補修工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月１８日まで 

予定価格 ３５，３４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 港湾 

格付等級 - 

登録細目 【港湾：港湾構造物工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時４５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 港湾局維持保全課 電話 ０４５－６２２－０６００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）仲ケ谷戸公園整備工事（その２） 

施工場所 
港北区師岡町５３３番地ほか 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

予定価格 ４５，２８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 工種「造園」に係る発注者別評価点（主観点）が８５点以上の者であること。 
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの最新月に完成した工種「造 
   園」に係る工事成績が８５点以上の者であること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）入札 
参加資格その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時１２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－３９４５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
泉が丘公園拡張部整備工事 

施工場所 
泉区和泉が丘三丁目６番 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１９日まで 

予定価格 ３５，４６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 平成２４年度又は平成２５年度の土木・造園部門に係る優良工事表彰事業者であ 
   ること。    
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの最新月に完成した工種「造 
   園」に係る工事成績が８５点以上の者であること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） （５）入札 
参加資格その他（１）イの場合、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６５３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３６０１００２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
榎戸公園ほか１１公園施設改良工事 

施工場所 
港南区港南台六丁目２５番ほか１１か所 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２２日まで 

予定価格 ２７，５３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 港南区港南土木事務所 電話 ０４５－８４３－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３９０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
丸山中公園再整備工事 

施工場所 
磯子区丸山一丁目６番 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月１５日まで 

予定価格 ２３，３７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時４７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 磯子区磯子土木事務所 電話 ０４５－７６１－００８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４６０１００２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
庄戸第五東公園施設改良工事 

施工場所 
栄区庄戸五丁目１２番 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 １８，６７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時５１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 栄区栄土木事務所 電話 ０４５－８９５－１４１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３３０１００１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
西土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
西土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 ３，６８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ａ又はＢ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関係に
あり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 ９時４８分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 西区西土木事務所 電話 ０４５－２４２－１３１３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３３０１００１９ 

工事件名 
西土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   西土木管内公園施設修繕工事（その３） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
（４）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３１０１００２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鶴見土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
鶴見土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月１１日まで 

予定価格 ６，４４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、港北区、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれか 
  であること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時５２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 鶴見区鶴見土木事務所 電話 ０４５－５１０－１６７３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３１０１００２６ 

工事件名 
鶴見土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 鶴見土木管内公園施設修繕工事（その４） 
  イ 鶴見土木管内公園施設修繕工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３２０１００２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川土木管内公園施設修繕工事（その１） 

施工場所 
神奈川土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ５，８７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、戸塚区、泉区又は瀬谷区 
  内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １１時０１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 神奈川区神奈川土木事務所 電話 ０４５－４９１－３３６３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３２０１００２０ 

工事件名 
神奈川土木管内公園施設修繕工事（その１） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   神奈川土木管内公園施設修繕工事（その３） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３４０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
中土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
中土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ４，５７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、磯子区、金沢区又は栄区内 
  のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １１時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 中区中土木事務所 電話 ０４５－６４１－７６８１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３４０１００２１ 

工事件名 
中土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 中土木管内公園施設修繕工事（その３） 
  イ 中土木管内公園施設修繕工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４３７０１００２２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
権太坂南公園ほか１公園施設改良工事 

施工場所 
保土ケ谷区権太坂三丁目８番ほか１か所 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 １１，２９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、戸塚区、泉区又は瀬谷区 
  内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時１７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 保土ケ谷区保土ケ谷土木事務所 電話 ０４５－３３１－４４４５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３８０１００２９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
たんぽぽ公園再整備工事 

施工場所 
旭区若葉台一丁目６番 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工、植栽工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 １８，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、戸塚区、泉区又は瀬谷区 
  内のいずれかであること。 
（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 横浜型地域貢献企業であること。 
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの最新月に完成した工種「造 
   園」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）アの場合、横浜 
型地域貢献企業認定証の写し（認定証の交付を受ける前においては、横浜型地域貢献企業 
の認定審査結果に係る通知書の写しでも可） （５）入札参加資格その他（２）イの場合 
、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３８０１００３０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
旭土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
旭土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月１６日まで 

予定価格 ５，５４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、戸塚区、泉区又は瀬谷区 
  内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 ９時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 旭区旭土木事務所 電話 ０４５－９５３－８８０６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４３８０１００３０ 

工事件名 
旭土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
  ア 旭土木管内公園施設修繕工事（その５） 
  イ 旭土木管内公園施設修繕工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４１０１００４１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北土木管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
港北土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 ９，１１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、港北区、緑区、青葉区又は都筑区内のいずれか 
  であること。 
（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時１２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 港北区港北土木事務所 電話 ０４５－５３１－７３６１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４１０１００４１ 

工事件名 
港北土木管内公園施設修繕工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けて  
  いるときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了し 
  ている場合はこの限りでない。）。 
  ア 港北土木管内公園施設修繕工事（その４） 
  イ 港北土木管内公園施設修繕工事（その５） 
  ウ 港北土木管内公園施設修繕工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４４６０１００２１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄土木管内公園施設修繕工事（その１） 

施工場所 
栄土木管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 ４，６００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、西区、中区、南区、港南区、磯子区、金沢区又は栄区内 
  のいずれかであること。 
（２）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 横浜型地域貢献企業であること。 
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの最新月に完成した工種「造 
   園」に係る工事成績が７５点以上の者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（２）アの場合、横浜 
型地域貢献企業認定証の写し（認定証の交付を受ける前においては、横浜型地域貢献企業 
の認定審査結果に係る通知書の写しでも可） （５）入札参加資格その他（２）イの場合 
、工事完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時５２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 栄区栄土木事務所 電話 ０４５－８９５－１４１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４６０１００２１ 

工事件名 
栄土木管内公園施設修繕工事（その１） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   栄土木管内公園施設修繕工事（その２） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４２１０１０２２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
三王山公園拡張部整備工事（その２） 

施工場所 
戸塚区平戸三丁目５７番地ほか 

工事概要 

園路広場整備工、施設整備工、基盤整備工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １１，５８０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、戸塚区、泉区又は瀬谷区 
  内のいずれかであること。 
（２）平成２５年度の災害協力事業者であること。 
（３）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（４）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時２０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局公園緑地整備課 電話 ０４５－６７１－２６５３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２２８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
南部公園緑地事務所管内公園施設修繕工事（その２） 

施工場所 
南部公園緑地事務所管内一円 

工事概要 

園路広場修繕工、施設修繕工、基盤修繕工、植栽修繕工 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

予定価格 ６，４２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 造園 

格付等級 【造園：Ｂ】 

登録細目 【造園：造園工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

造園工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、南区、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区、泉区又 
  は瀬谷区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時２１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

※次頁のとおり 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は１頁目です。） 

工事担当課 環境創造局南部公園緑地事務所 電話 ０４５－８３１－８４８４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２２８ 

工事件名 
南部公園緑地事務所管内公園施設修繕工事（その２） 

入 
 

札 
 

に 
 

係 
 

る 
 

必 
 

要 
 

事 
 

項 

【注意事項】 
（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）入札取扱要綱第２５条第１項第１２号の規定に基づき、落札候補（予定）者通知書 
  の送付日において、次の工事を契約しているとき（落札決定通知書の送付を受けてい 
  るときを含む。）は、本件工事の契約を締結できない（ただし、完成検査が完了して 
  いる場合はこの限りでない。）。 
   南部公園緑地事務所管内公園施設修繕工事（その１） 
（３）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本件工事の公告は２頁ありますので、ご注意ください。   （この頁は２頁目です。） 
この頁に記載されていない事項については、１頁目をご確認ください。 
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契約番号 １４２１０１０２２３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
（仮称）東寺尾一丁目公園倉庫棟新築工事 

施工場所 
鶴見区東寺尾一丁目６６番１号 

工事概要 

Ｓ造、地上１階建、延床面積５１．３６ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 ３２，０３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、港北区、緑区、 
  青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時１１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４７１０１０２０１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鶴見中学校耐震補強工事 

施工場所 
鶴見区鶴見中央三丁目１４番１号 

工事概要 

耐震補強工（ブレース設置工、地中梁増打補強工４か所） ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ２５，５００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、港北区、緑区、 
  青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １１時１２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２７０１０００５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北保育園待機児童解消対策増築その他工事（建築工事） 

施工場所 
港北区仲手原二丁目２０番１９号 

工事概要 

増築工（木造、地上１階建、５９．５０８ｍ２）、既存園舎改修工 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

予定価格 ４０，１００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）次のア又はイのいずれかの入札参加資格を満たす者であること。 
  ア 平成２４年度又は平成２５年度の建築部門に係る優良工事表彰事業者であるこ  
   と。    
  イ 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日までの間の最新月に完成した工種 
   「建築」に係る工事成績が７５点以上の者であること。  
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）入札参加資格その他（１）イの場合、工事 
完成検査結果通知書の写し 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時５０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９７３ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２３０１００２７ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
港北区総合庁舎衛生設備改修工事（建築工事） 

施工場所 
港北区大豆戸町２６番地の１ 

工事概要 

給排水配管更新工、直結給水切り替え工 ほかの衛生設備工事に伴う建築工事一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

予定価格 ２７，０１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 建築 

格付等級 【建築：Ｂ】 

登録細目 【建築：建築工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

建築工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、鶴見区、神奈川区、保土ケ谷区、旭区、港北区、緑区、 
  青葉区又は都筑区内のいずれかであること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時４２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局施設整備課 電話 ０４５－６７１－２９６５ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４４３０１００３４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
青葉区再勝橋塗替塗装工事 

施工場所 
青葉区もえぎ野２番１４地先からつつじが丘１番１地先まで 

工事概要 

塗替塗装工８０６ｍ２、吊材塗装工１３ｍ２、コンクリート剥落防止塗装工１８４ｍ２、 
吊足場工２６０ｍ２、板張防護工２６０ｍ２ 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １５，０２０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 塗装 

格付等級 - 

登録細目 【塗装：橋梁塗装工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

塗装工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １０時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 青葉区青葉土木事務所 電話 ０４５－９７１－２３００ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１４０１００５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
山下ふ頭第二開閉所配電盤更新工事 

施工場所 
中区山下ふ頭構内 

工事概要 

高圧受配電盤更新工一式、配線工一式、撤去・処分工一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２０日まで 

予定価格 ４６，０６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時０２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 港湾局維持保全課 電話 ０４５－６４１－７９６６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１２０１００６３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑区道路照明灯設置工事 

施工場所 
都筑区仲町台三丁目７番地先ほか１か所 

工事概要 

道路照明灯設置工２基 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 ２，０６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）平成１１年４月１日以降に完成した、建柱車又はクレーン（移動式を含む。）を用 
  いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置工事等）の元請としての施工実績を有する 
  こと。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 
に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 
等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時０１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 道路局施設課 電話 ０４５－６７１－２７８８ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２３５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
川向ポンプ場水位計等計装設備修理工事 

施工場所 
都筑区川向町１２６６番地ほか１か所 

工事概要 

水位計等修理工一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 １７，２５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：電気設備工事】 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）平成１１年４月１日以降に完成した、計装設備工事の元請としての施工実績を有す 
  ること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 
に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 
等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 環境創造局港北水再生センター 電話 ０４５－５４２－３０３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４１２０１００６２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都市計画道路舞岡上郷線（上郷地区）道路照明灯建替工事（その２） 

施工場所 
港南区港南台八丁目１番地先から栄区上郷町６９２番地先まで 

工事概要 

ＬＥＤ照明灯設置工１３基、引込柱設置工２基、中間柱設置工２基、道路照明灯撤去工１ 
７基 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１２日まで 

予定価格 １５，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 電気 

格付等級 【電気：Ａ又はＢ】 

登録細目 【電気：屋外電気設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

電気工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）平成１１年４月１日以降に完成した、建柱車又はクレーン（移動式を含む。）を用 
  いた電気設備工事（照明灯、道路照明設置工事等）の元請としての施工実績を有する 
  こと。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 
に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 
等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 道路局建設課 電話 ０４５－６７１－２７５１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４７１０１０２０３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川小学校屋内運動場改修工事（衛生設備工事）（その２） 

施工場所 
神奈川区東神奈川二丁目３５番地１ 

工事概要 

屋内運動場改修工、附帯施設棟増築工（Ｓ造、平屋建、延床面積９６ｍ２） ほかの建築 
工事に伴う衛生設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月 ６日まで 

予定価格 ８，２９６，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ又はＢ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時１３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４７１０１０２０２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
藤の木小学校屋内運動場改修その他工事（衛生設備工事）（その２） 

施工場所 
南区大岡四丁目１０番１号 

工事概要 

屋内運動場改修工一式、耐震補強工一式、トイレ改修工一式 ほかの建築工事に伴う衛生 
設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

予定価格 ６，５６４，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ａ又はＢ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 ９時１８分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９７８ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２７０１０００６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
杉田保育園待機児童解消対策増築及び改修工事（衛生設備工事） 

施工場所 
磯子区杉田七丁目２番１号 

工事概要 

事務室増築工（木造、平屋建、延床面積３５．２０１ｍ２）、施設改修工 ほかの建築工 
事に伴う衛生設備工事一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

予定価格 ８，５９６，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 管 

格付等級 【管：Ｂ】 

登録細目 【管：給排水衛生設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）主たる営業所の所在地が、港南区、磯子区、金沢区、戸塚区、栄区、泉区又は瀬谷 
  区内のいずれかであること。 
（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 
（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時５１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２１５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
神奈川処理区地域防災拠点（三ツ沢小）流末枝線管きょ耐震化工事 

施工場所 
神奈川区三ツ沢中町４番２９号地先から４番３０号地先までほか２か所 

工事概要 

管きょ更生工（反転工法又は形成工法、Φ２５０～３００ｍｍ、Ｌ＝１４８．１ｍ） 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １１，８４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 管更生 

格付等級 - 

登録細目 【管更生：下水管漏水防止工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を得た下水道管きょ更生工法  
 （反転工法又は形成工法に限る。）に関する団体に属していること、又は当該工法につ 
  いて実施権の許諾を受けていること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）下水道管きょ更生工法に関する団体に属し 
ていること、又は当該工法について実施権の許諾を受けていることが確認できる書類（会 
員証明証又は実施権に関する契約書の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時００分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 ３回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局管路整備課 電話 ０４５－６７１－４３１２ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２５０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
北部第二水再生センター第三ポンプ施設築造工事（その４）（昇降機設備工事）（その２） 

施工場所 
鶴見区末広町１丁目６番地８ 

工事概要 

エレベーター製作・設置工１基（マシンルームレス、定格速度６０ｍ／分、定格積載量 
６００ｋｇ、定員９人、６停止、乗用） 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月２０日まで 

予定価格 ２０，８７０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：エレベーター工事】 

所在地区分 市内又は準市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 
（１）平成１１年４月１日以降に完成した、エレベーター（乗用）の製作・設置工事の元 
  請としての施工実績を有すること。 
（２）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 
  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） （４）施工実績調書（工事内容欄に入札参加資格 
に定められた施工実績を記入し、併せて、その実績を証明する契約書及び設計図書の写し 
等の書類を添付すること。） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 ９時３３分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 建築局電気設備課 電話 ０４５－６７１－２９７６ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２３３ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鴨居ポンプ場高架水槽等修理工事 

施工場所 
緑区東本郷町１１３番地１ほか１か所 

工事概要 

冷却水高架水槽交換工１基、洗浄水高架水槽交換工１基 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

予定価格 １７，０４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時１７分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局港北水再生センター 電話 ０４５－５４２－３０３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２２０１００４４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚区品濃町最終処分場揚水井戸ポンプ等修理工事 

施工場所 
戸塚区品濃町１６２２番地 

工事概要 

揚水井戸ポンプ等修理工一式 ほか 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

予定価格 １５，５９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置するこ
と。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時４０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 資源循環局産業廃棄物対策課 電話 ０４５－６７１－３８１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２３１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
鴨居ポンプ場冷却水揚水ポンプ等修理工事 

施工場所 
緑区東本郷町１１３番地１ほか１か所 

工事概要 

ポンプ修理工一式（冷却水揚水ポンプ２台、冷却塔補給水ポンプ２台、洗浄水ポンプ１台 
）、ゲートモータ修理工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

予定価格 １１，８５０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置するこ
と。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時１５分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局港北水再生センター 電話 ０４５－５４２－３０３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 

 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

117 

 

契約番号 １４２１０１０２３４ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑水再生センターＮＯ．４・５除塵コンベヤ整備工事 

施工場所 
都筑区佐江戸町２５番地 

工事概要 

除塵コンベヤ整備工一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 ３月１３日まで 

予定価格 １１，６３０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時３０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局都筑水再生センター 電話 ０４５－９３２－２３２１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２２０１００４５ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
金沢工場灰搬出コンベヤ等補修工事 

施工場所 
金沢区幸浦二丁目７番地１ 

工事概要 

主灰集合コンベヤ補修工１基、主灰搬出コンベヤ補修工１基 

工期 契約締結の日から平成２６年１１月１４日まで 

予定価格 ９，６３４，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時４１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 資源循環局金沢工場 電話 ０４５－７８４－９７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２２０１００４０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑工場ポンプ等補修工事 

施工場所 
都筑区平台２７番１号 

工事概要 

送風機補修工（誘引通風機回転数制御装置（３号炉）１台）、ポンプ補修工（ボイラー給 
水ポンプ（１号Ａ）１台、ボイラー復水ポンプ（Ｎｏ．１）１台） 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ６，７９２，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 資源循環局都筑工場 電話 ０４５－９４１－７９１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２３２ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
笠間ポンプ場自家発用二次冷却水ポンプ修理工事 

施工場所 
栄区笠間三丁目３０番１号 

工事概要 

自家発用二次冷却水ポンプ修理工３台、自家発用二次冷却水ポンプ用電動機軸受交換工３ 
台 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ５，２４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置するこ
と。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時１６分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 環境創造局栄水再生センター 電話 ０４５－８６１－３０１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２２０１００３８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
保土ケ谷工場クレーン油圧バケット補修工事 

施工場所 
保土ケ谷区狩場町３５５番地 

工事概要 

可変ポンプ交換工、電磁弁等交換工、油圧シリンダ補修工 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

予定価格 ４，２７３，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：クレーン工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １１時３２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 資源循環局旭工場 電話 ０４５－７４２－３７１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２２０１００３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
都筑工場補助ボイラー等定期検査整備工事 

施工場所 
都筑区平台２７番１号 

工事概要 

補助ボイラー補修工一式、工場棟熱交換器（第一種圧力容器）補修工一式 

工期 契約締結の日から平成２６年１２月１２日まで 

予定価格 ２，０２９，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ボイラー工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時３１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 資源循環局都筑工場 電話 ０４５－９４１－７９１１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２２０ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
戸塚ポンプ場特殊消火設備改築工事 

施工場所 
戸塚区戸塚町１２７番地 

工事概要 

ハロン消火設備更新工一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 ３６，１６０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 消防施設 

格付等級 - 

登録細目 【消防施設：消火設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

消防施設工事業に係る主任技術者又は監理技術者を施工現場に専任で配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）他の工事に従事していない者
でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置技術者・現場代理人（変更）届出書（第６号様式） （２）主任技術者を配置 
する場合は、（１）に記載した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証 
明書の写し等） （３）監理技術者を配置する場合は、監理技術者資格者証の写し及び監 
理技術者講習修了証の写し （４）配置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認 
できる書類（健康保険被保険者証の写し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２１９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
栄第二水再生センター特殊消火設備改築工事 

施工場所 
栄区長沼町８２番地 

工事概要 

ハロン消火設備更新工一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 １７，２１０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 消防施設 

格付等級 - 

登録細目 【消防施設：消火設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

消防施設工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時０２分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４２１０１０２１８ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
桜木ポンプ場特殊消火設備改築工事 

施工場所 
西区戸部本町５１番１号 

工事概要 

ハロン消火設備更新工一式 

工期 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

予定価格 １２，３９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 消防施設 

格付等級 - 

登録細目 【消防施設：消火設備工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

消防施設工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ７月３１日（木）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ４日（月）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午前 １０時０１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 １回以内 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 建築局機械設備課 電話 ０４５－６７１－２９８０ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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横浜市調達公告第235号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                 横浜市副市長 柏 崎   誠 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

高規格救急車 11台の購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期限 

平成27年３月27日（詳細は、入札説明書による。） 

 (4) 納入場所 

戸塚区深谷町777番地 

横浜市消防訓練センター 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

 (6) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる数量の総価により行う。 

(7) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「自動車」に登録

が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

長谷川 電話 045(671)2248（直通） 
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４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部施設課 

電話 045(334)6585（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年９月４日から平成26年９月８日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただ

し、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年９月９日午前９時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成26年９月９日午前９時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 
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行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

納品検査終了後、請求に基づき契約金額を一括して支払う。 

12 議会の議決要件 

当該物品の契約の締結については、横浜市議会の議決に付すべき財産の取得または処分に関する条例

（昭和39年３月横浜市条例第４号）第２条の規定により横浜市議会の議決に付さなければならない。 

13 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

14 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of 11 High-Standard Ambulances 

(2) Deadline for the tender: 9:30 a.m. 9,September, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2248 
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横浜市調達公告第236号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

    平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ポリ塩化アルミニウム溶液（濃度10パーセント） 約1,584トンの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

横浜市環境創造局下水道施設部北部第二水再生センターほか１か所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
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横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒230-0045 鶴見区末広町１丁目６番地の８ 

横浜市環境創造局下水道施設部北部下水道センター 

電話 045(503)0201（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年９月４日から平成26年９月８日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし、

最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  平成26年９月９日午後１時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年９月９日午後１時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 
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11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 1,584ｔ of poly aluminum chloride 

solution (10％) 

(2) Deadline for the tender : 1:30 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第237号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

次亜塩素酸ソーダ（濃度12パーセント） 約348トンの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

横浜市環境創造局下水道施設部金沢水再生センターほか１か所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
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横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒236-0003 金沢区幸浦一丁目17番地 

   横浜市環境創造局下水道施設部南部下水道センター 

    電話 045(773)3096（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年９月４日から平成26年９月８日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし、

最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  平成26年９月９日午後１時40分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年９月９日午後１時40分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 
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11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 348t of sodium hypochlorite  

(2) Deadline for the tender : 1:40 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第238号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ア 高反応性消石灰 約782,000キログラムの購入 

  イ ベントナイト 約423,200キログラムの購入 

  ウ ゼオライト 約367,020キログラムの購入 

エ 重金属固定剤 約65,200キログラムの購入 

オ アンモニア水（濃度25パーセント） 約241,000キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

第１号アからオまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

第１号アからオまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

鶴見区末広町１丁目15番地１ 

   横浜市資源循環局適正処理計画部鶴見工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号アからオまでに掲げる物品ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 
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(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒230-0045 鶴見区末広町１丁目15番地１ 

   横浜市資源循環局適正処理計画部鶴見工場 

電話 045(521)2191（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年９月４日から平成26年９月８日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし、

最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  第１項第１号アからオまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月９日午後２時 

イ 平成26年９月９日午後３時 

ウ 平成26年９月９日午後３時30分 

エ 平成26年９月９日午後２時30分 

オ 平成26年９月９日午後１時10分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   第１項第１号アからオまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月９日午後２時 

イ 平成26年９月９日午後３時 

ウ 平成26年９月９日午後３時30分 
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エ 平成26年９月９日午後２時30分 

オ 平成26年９月９日午後１時10分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 782,000kg of Slaked Lime 

② Purchase of approx. 423,200kg of Bentonite 

③ Purchase of approx. 367,020kg of Zeolite 

④ Purchase of approx. 65,200kg of Heavy Metals Immobilizing Agents 

⑤ Purchase of approx. 241,000kg of Ammonia solution 

(2) Deadline for the tender :  

① 2:00 p.m. 9,September,2014 

② 3:00 p.m. 9,September,2014 

③ 3:30 p.m. 9,September,2014 

④ 2:30 p.m. 9,September,2014 

⑤ 1:10 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第239号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

高反応性消石灰とゼオライトのプレミックス 約457,182キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

旭区白根二丁目８番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部旭工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 
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〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒241-0005 旭区白根二丁目８番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部旭工場 

電話 045(953)4851（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年９月４日から平成26年９月８日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし、

最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  平成26年９月９日午後１時20分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年９月９日午後１時20分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 
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いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx.457,182kg of a mixture of Slaked Lime 

and Zeolite  

(2) Deadline for the tender : 1:20 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第240号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ア 重金属固定剤 約190,000キログラムの購入 

イ 高反応性消石灰 約838,000キログラムの購入 

ウ ベントナイト 約632,000キログラムの購入 

エ ゼオライト 約408,000キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

金沢区幸浦二丁目７番地１ 

   横浜市資源循環局適正処理計画部金沢工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号アからエまでに掲げる物品ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 
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  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒236-0003 金沢区幸浦二丁目７番地１ 

横浜市資源循環局適正処理計画部金沢工場 

  電話 045(784)9711（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年９月４日から平成26年９月８日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし、

最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月９日午後２時30分 

イ 平成26年９月９日午後２時 

ウ 平成26年９月９日午後３時 

エ 平成26年９月９日午後３時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月９日午後２時30分 

イ 平成26年９月９日午後２時 

ウ 平成26年９月９日午後３時 

エ 平成26年９月９日午後３時30分 

８ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 190,000kg of Heavy Metals Immobilizing Agents 

② Purchase of approx. 838,000kg of Slaked Lime 

③ Purchase of approx. 632,000kg of Bentonite 

④ Purchase of approx. 408,000kg of Zeolite 

(2) Deadline for the tender :  

① 2:30 p.m. 9,September,2014 

② 2:00 p.m. 9,September,2014 

③ 3:00 p.m. 9,September,2014 

④ 3:30 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第241号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

ア 高反応性消石灰 約598,648キログラムの購入 

イ 重金属固定剤 約85,522キログラムの購入 

ウ ゼオライト 約416,921キログラムの購入 

エ ベントナイト 約416,921キログラムの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

第１号アからエまでに掲げる物品ともに、次のとおりとする。 

都筑区平台27番1号 

横浜市資源循環局適正処理計画部都筑工場 

 (5) 納入方法 

   入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

 (7) 入札方法 

この入札は、第１号アからエまでに掲げる物品ごとに入札に付し、概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

 (2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

145 

 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒224-0064 都筑区平台27番１号 

横浜市資源循環局適正処理計画部都筑工場 

電話 045(941)7911（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

平成26年９月４日から平成26年９月８日（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただし、

最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

  第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月９日午後２時 

イ 平成26年９月９日午後２時30分 

ウ 平成26年９月９日午後３時30分 

エ 平成26年９月９日午後３時 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   第１項第１号アからエまでに掲げる物品ごとに、次のとおりとする。 

ア 平成26年９月９日午後２時 

イ 平成26年９月９日午後２時30分 

ウ 平成26年９月９日午後３時30分 

エ 平成26年９月９日午後３時 

８ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: 

① Purchase of approx. 598,648kg of Slaked Lime  

② Purchase of approx. 85,522kg of Heavy Metals Immobilizing Agents 

③ Purchase of approx. 416,921kg of Zeolite 

④ Purchase of approx. 416,921kg of Bentonite 

(2) Deadline for the tender :  

① 2:00 p.m. 9,September,2014 

② 2:30 p.m. 9,September,2014 

③ 3:30 p.m. 9,September,2014 

④ 3:00 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第242号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 
１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   除細動電極 約2,700組の購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期限 

 平成27年３月31日 

 (4) 納入場所 

保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局警防部救急課 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

 (6) 一連の調達契約に関する事項 

   最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月28日 

(7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

 (8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「医療機械器具」

に登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年7月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名停

止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 
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〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

小野 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局警防部救急課 

電話 045(334)6774（直通） 

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年９月４日から平成26年９月８日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。ただ

し、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

   平成26年９月９日午前10時30分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

平成26年９月９日午前10時30分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 
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いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

      １回の納入分について、納品検査終了後、その１回分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of defibrillation electrode pads a pair of 

approx. 2,700  

(2) Deadline for the tender: 10:30 a.m.,9 September, 2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第 243 号 

   特定調達契約に係る一般競争入札の施行    

  次のとおり一般競争入札を行う。                                        

平成 26 年７月 22 日 

                                 契約事務受任者 

                                 横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 競争入札に付する事項  

(1) 件名及び数量 

 危機管理システム情報系システム関連機器 一式の借入 

  (2) 物品の特質等  

    入札説明書による。 

(3) 借入期間 

 ア 借入期間（平成 26 年度分） 

平成 27 年１月１日から平成 27 年３月 31 日まで 

イ 総借入期間 

平成 27 年１月１日から平成 31 年 12 月 31 日まで 

（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条の３に基づく長期継続契約） 

 (4) 借入場所 

   中区港町１丁目１番地 

横浜市総務局危機管理室情報技術課 

 (5) 入札方法 

この入札は、第３号アに掲げる期間における賃借料の総価により行う。 

(6) その他 

   本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

    入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

  (1) 横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条

第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

  (2) 平成 25・26 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「一般賃貸」に登

録が認められている者であること。  

  (3) 平成 26 年７月 31 日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指

名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

 (4) 当該借入物品又はこれと同等の物品に係る賃貸借契約について１年を超える履行実績を有する者で

あること。 

(5) 当該借入物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者であること。 

３ 入札参加の手続 

    当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。 

(1) 申請期限 

      平成 26 年７月 31 日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

      入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

    〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

      横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

 (4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

      〒231-0017 中区港町１丁目１番地 
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      横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

      小野 電話 045 (671) 2249（直通）  

４ 入札参加資格の喪失 

    入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

  (1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

  (2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

  当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲覧

に供する。 

６ 入札説明書の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で、貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成 26 年９月１日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第 178 号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」とい

う。）を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市総務局危機管理室情報技術課 

電話 045(671)3454（直通）  

７ 入札及び開札 

 (1) 入札方法及び入札期間等 

入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

 ア 電子入札システムによる入札書の提出 

    平成 26 年９月４日から平成 26 年９月８日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。

ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成 26 年９月９日午前 10 時 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成 26 年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

(2) 開札予定日時 

平成 26 年９月９日午前 10 時 

８ 入札の無効 

    次の入札は、無効とする。 

 (1) 横浜市契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

  (3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

 (4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における

代表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

 (5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない

者が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

   横浜市契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

   いずれも免除する。 
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11 契約金の支払方法 

 (1) 前金払 

   行わない。 

 (2) 契約金の支払方法 

   暦月を単位として、翌月以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

 (1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る。 

 (2) 契約書作成の要否 

   要する。 

(3) 契約の条件 

 この契約は地方自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約であるため、本件契約の締結日の属する

年度の翌年度以降において本件契約に係る横浜市の歳出予算が減額又は削除された場合は、横浜市

は、本件契約を変更し、又は解除することができるものとする。 

(4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary 

(1) Subject matter of the contract: Lease of Equipment for Crisis management 

system(Information system part) 

(2) Deadline for the tender: 10:00 a.m.,9 September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau, City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045 (671) 2249 
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横浜市調達公告第244号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「鋳物境界標（Ｏ型） 372本ほか」ほか34件の契約について、一般競争入札を行う。 
平成26年７月22日 

契約事務受任者       

横浜市財政局長 鈴 木 和 宏  

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をすべ

て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」とい

う。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受け

ていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、横浜市電

子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところに

よる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

 設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を提

出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合を

除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の1 0 0分の８に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価

格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の1 0 8分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 
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(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における、

当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件におい

て入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同組

合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用

いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「予

定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入

札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号までに

定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとする。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし、

入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とする

。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした者に

ついて、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上あ

るときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者について

、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条

第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを

確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す

。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないときは

再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すでに無

効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入札は認

めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、ま

た、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は指

示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により落
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札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格

をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合

の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額（長

期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13条

第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条の

規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第23

条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定され

た場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、又

は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市契約規則、横浜市物品・委託等に関する競争

入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者

要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４１２０２００２７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鋳物境界標（Ｏ型） ３７２本ほか 

納入／履行場所 
鶴見区鶴見土木事務所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から９０日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 鋼材 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 道路局道路調査課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４１２０２００２８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
コンクリート境界石標 ５０本ほか 

納入／履行場所 
道路局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から１００日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 原材料 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 道路局道路調査課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０２０２１４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
冬用作業服Ｂ 女性上衣 ２９着ほかの製造 

納入／履行場所 
環境創造局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月１２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」を登録していること。 

３．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

４．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月２２日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月２５日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月２５日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成26年８月８日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 環境創造局総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０２０２１９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
バースケール（寺岡精工） １組ほか 同等品可 

納入／履行場所 
横浜市立よこはま動物園 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械器具・工具類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 環境創造局公園緑地整備課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０３０２４４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
栄第一水再生センター等防災設備保守点検業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局栄第一水再生センターほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月１３日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局栄水再生センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０３０２４５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
西部水再生センター防災設備保守点検業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局西部水再生センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局西部水再生センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２１０３０２４７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
南部汚泥資源化センター汚泥焼却灰の建設資材化試験運搬業務委託 

納入／履行場所 
環境創造局南部汚泥資源化センター 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 廃棄物処理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内又は準市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

②当該業務と同種の業務の実績を有する者。 

③産業廃棄物収集運搬業（燃え殻）の許可を受けている者。 

提出書類 

①委託業務経歴書 

②産業廃棄物収集運搬業許可証の写し 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ８回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局南部下水道センター 

契約事務担当課 財政局契約第二課 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

163 

 

契約番号 １４２１０３０２４８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
三ツ沢公園陸上競技場ほか２１施設消防設備点検委託 

納入／履行場所 
三ツ沢公園陸上競技場ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時２５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 環境創造局公園緑地整備課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２２０２０３６３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
炭酸ソーダ ３４トン（概算） 

納入／履行場所 
資源循環局神明台第７次排水処理施設 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 工化学薬品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局処分地管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２２０３０１２０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
旭工場作動油等再生委託 

納入／履行場所 
資源循環局旭工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月１９日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 活性炭・作動油等再生又は燃料 

格付等級 【活性炭・作動油等再生：－】又は【燃料：－】 

登録細目 【活性炭・作動油等再生：作動油等】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において、種目「活性炭・作動油等再生」を第３位までに登録しているこ 

と又は種目「燃料」を第３位までに登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局旭工場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２２０３０１２２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
都筑工場受発配電設備点検委託 

納入／履行場所 
資源循環局都筑工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月２７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局都筑工場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

167 

 

契約番号 １４２２０３０１２３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
保土ケ谷工場受発配電設備点検委託 

納入／履行場所 
資源循環局保土ケ谷工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 １月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局旭工場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 



横浜市報調達公告版 

第60号 平成26年７月22日発行 

168 

 

契約番号 １４２２０３０１２４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
旭工場受発配電設備点検委託 

納入／履行場所 
資源循環局旭工場 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月２６日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 資源循環局旭工場 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２２０５０１２２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
鉄くず（トラックスケール）３．８トンの売払 

納入／履行場所 
港南区港南台八丁目４番地４１ 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ９月２１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 不用品買受 

格付等級 - 

登録細目 【不用品買受：鉄くず、非鉄金属くず】 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

②当該物品の買受実績又はこれと同種の買受実績を有する者。 

提出書類 

不用品買受に関する実績及び搬入予定先についての申告書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

売払対象物品の確認を希望する場合は事前に発注担当課に連絡し、日程の調整をすること 

。 

※上記「支払い条件」は横浜市が支払うことについて明示したものであり、本案件の買受 

代金の納付については、契約約款及び仕様書に記載されたとおりとする。 

発注担当課 資源循環局業務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２５０２００６１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
わが家の地震対策 港北区版 １２，０００部ほかの印刷 

納入／履行場所 
総務局危機管理課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ９月１２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 オフセット印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

２．４色機以上の印刷機を保有していること。 

３．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時２５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局危機管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２５０２００６３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
非常災害用クラッカー ４８，０９０食（南部方面） 

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局危機管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２５０２００６４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
非常災害用クラッカー ５０，１９０食（北部方面） 

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局危機管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２５０２００６５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
缶入り保存パン ４５，８００食（南部方面） 

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局危機管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２５０２００６６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
缶入り保存パン ４７，８００食（北部方面） 

納入／履行場所 
総務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 総務局危機管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２８０２０２５５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
窓あき封筒（小）【表示あり】（郵便区内特別郵便） ２８，０００枚ほかの印刷 

納入／履行場所 
鶴見区保護課ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ９月 ２日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 封筒印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第２位までに登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局保護課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２８０２０２５９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
支給決定通知書 ３９０，１００枚の印刷 

納入／履行場所 
委託業者（中区山下町）ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月１７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 フォーム印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．当該業務に必要な資機材（印刷機等）を保有していること。 

４．当該物品またはこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ４回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局介護保険課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２８０２０２６０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
超低温冷蔵庫（パナソニックヘルスケア） 一式 製品指定 

納入／履行場所 
健康福祉局衛生研究所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年 ９月３０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 理化学機械器具 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時４０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局管理課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４２８０３００８３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
日野公園墓地内除草清掃委託 

納入／履行場所 
日野公園墓地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１０月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｃ】 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 健康福祉局環境施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４４３０３００３２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
青葉区総合庁舎消防用設備等点検保守業務委託 

納入／履行場所 
青葉区総合庁舎 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時２５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 青葉区総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４４４０３００３６ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
都筑区総合庁舎消防設備等点検保守業務委託 

納入／履行場所 
都筑区総合庁舎 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 消防設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 都筑区総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４４４０３００３７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
都筑区総合庁舎自家発電設備点検保守業務委託 

納入／履行場所 
都筑区総合庁舎 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

③当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者であること。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 都筑区総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４４４０３００３８ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
都筑区いきいき街路樹事業剪定業務委託（その１） 

納入／履行場所 
都筑区佐江戸北山田線ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ａ】 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 都筑区都筑土木事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４４５０３００２１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
戸塚土木管内道路除草業務委託（その２） 

納入／履行場所 
戸塚区土木事務所管内一円 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 公園緑地等管理 

格付等級 【公園緑地等管理：Ｂ】 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

②有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 戸塚区戸塚土木事務所 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０２００８９ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
図書室用閲覧机（小学校用） ６台ほか 

納入／履行場所 
横浜市立新治小学校 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から７５日間 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 什器 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局教育施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０２００９０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
運動靴（ＢＲＯＯＫＳ又はＭｏｏｎＳｔａｒ） ９６３足 同等品可 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時３０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員厚生課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０２００９２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
用務員被服（冬） 男女共通上衣 ３５１着ほかの製造 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」を登録していること。 

３．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

４．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月２２日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月２５日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月２５日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成26年８月８日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員厚生課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０２００９３ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
用務員被服（夏） 男女共通上衣 ４６５着ほかの製造 

納入／履行場所 
教育委員会事務局の指定する場所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 被服 

格付等級 - 

登録細目 【被服：制服、作業服、事務服等の製造】 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目に第３位までに登録があり、かつ、細目「制服、作 

業服、事務服等の製造」を登録していること。 

３．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

４．当該物品の主材料に係るメーカー、販売代理店等の出荷引受証明を受けた者であるこ 

と。 

提出書類 

１．納入（製造）実績調書 

２．出荷引受証明書（被服用） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月２２日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月２５日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月２５日（月）午後 １時１５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

１．設計図書に関する質問の締切日時及び方法 

平成26年８月８日の午後４時までに、質問書（書式はダウンロード可能。）を電子メール 

（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出する 

こと。 

２．その他詳細は、調達公告及び仕様書に添付されている「被服の入札における提出書類 

について」を確認すること。 

発注担当課 教育委員会事務局教職員厚生課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０３０１６０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
屋内運動場吊り上げ式等バスケットゴール安全点検委託１ 

納入／履行場所 
横浜市立末吉小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等）に登載されていること（上記種目の 

登録の有無は問わない。）。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局教育施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０３０１６１ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
屋内運動場吊り上げ式等バスケットゴール安全点検委託２ 

納入／履行場所 
横浜市立入船小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等）に登載されていること（上記種目の 

登録の有無は問わない。）。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局教育施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４７１０３０１６２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
屋内運動場吊り上げ式等バスケットゴール安全点検委託３ 

納入／履行場所 
横浜市立旭小学校ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月３１日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 機械設備保守 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

①横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等）に登載されていること（上記種目の 

登録の有無は問わない。）。 

②当該業務又はこれと同種の業務の実績を有する者。 

提出書類 

委託業務経歴書 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 教育委員会事務局教育施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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横浜市調達公告第245号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

横浜市消防局長 荒 井   守  

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

    消防業務支援システム機器等 一式の借入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 借入期間 

ア 借入期間（平成26年度分） 

平成26年11月１日から平成27年３月31日まで 

イ 総借入期間 

  平成26年11月１日から平成31年10月31日まで 

  （地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に基づく長期継続契約） 

 (4) 借入場所 

   保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

   横浜市消防司令センター 

 (5) 入札方法 

この入札は、第３号アに掲げる期間における賃借料の総価により行う。 

２ 入札参加資格    

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ入札参加資格を有することの確

認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「一般賃貸」に登

録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止の措置を受けていない者であること。 

(4) 当該借入物品又はこれと同等の物品に係る１年を超える賃貸借契約実績を有する者であること。 

(5) 当該借入物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者であること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（次号に掲げるものを除く。） 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部総務課（保土ケ谷区総合庁舎５階） 

 (4) 前項第２号に規定する登録に係る書類の提出場所 

   〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

   横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

 (5) 契約条項等に関する問い合わせ先 

   〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部総務課（保土ケ谷区総合庁舎５階） 

   五味 電話 045(334)6525（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 
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入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

消防局ホームページよりダウンロード可能。 

(http://www.city.yokohama.lg.jp/shobo/koukai/nyuusatu.html) 

 また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年９月１日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日までを除く毎日午前９時から正午

まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0001 保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部企画課（保土ケ谷区総合庁舎５階） 

電話 045(334)6728（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年９月９日午後２時 

(ｲ) 入札場所 

保土ケ谷区川辺町２番地の９ 

横浜市消防局総務部総務課入札室（保土ケ谷区総合庁舎５階） 

イ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年９月９日午後２時 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

暦月を単位として、翌月以降、請求に基づき契約金額を支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 
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(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 契約の条件 

  この契約は地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約であるため、本契約の締結日の属する年度

の翌年度以降において本件契約に係る横浜市の歳出予算が減額又は削除された場合は、横浜市は、本

契約を変更し、又は解除することができるものとする。 

  (4) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Lease a set of equipment for Fire work support system 

(2) Deadline for the tender: ２:00p.m., ９ September, 2014 

(3) Contact point for the notice: General Affairs Division, Fire Bureau, City of Yokohama, 2-

9 Kawabe-cho, Hodogaya-ku, Yokohama, 240-0001, TEL 045(334)6525 
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横浜市調達公告第246号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

契約事務受任者 

                                横浜市財政局長 鈴 木 和 宏 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

平成27年度固定資産税（土地・家屋、償却資産）納税通知書印字用プログラム作成、印字、裁断、

製本、封入及び封かん業務委託 一式 

 (2) 業務内容 

入札説明書による。 

 (3) 履行期間 

契約締結の日から平成27年３月31日まで 

 (4) 履行場所 

受託業者作業場所（詳細は、入札説明書による。） 

 (5) 入札方法 

この入札は、概算数量の総価により行う。 

２ 入札参加資格    

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第 

２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において、「コンピュータ

業務」の「細目Ｃ 電算入出力・印字等処理」に登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年８月１日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 印字用プログラム開発、印字、裁断、製本、封入及び封かんまでの一連の作業による「単票形式」で

の納税通知書の作成又はこれと同等の業務（国民健康保険料の保険料額決定通知書等）について受注

実績があること。 

(5) 当該業務（プログラム開発、印字、裁断、製本、封入及び封かん）に必要な資機材を保有しているこ

と。 

(6) 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバシーマークを取得していること。 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成26年８月１日午後５時まで 

(2) 提出書類及び提出部課 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（次号に掲げるものを除く。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局主税部税務課（市庁舎４階） 

(4) 前項第２号に規定する登録に係る書類の提出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

(5) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局主税部税務課（市庁舎４階） 

三浦 電話 045(671)2258（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 
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入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

財政局主税部税務課ホームページからダウンロード可能。 

(http://www.city.yokohama.lg.jp/zaisei/citytax/) 

 また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月15日まで（ただし、日曜日、土曜日及び祝日に関する法律（昭和23年法律

第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日までを除く毎日午前９時から正午まで及

び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局主税部税務課（市庁舎４階 ） 

電話 045(671)2258（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年９月11日午前10時 

(ｲ) 入札場所 

中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局（市庁舎４階）402会議室 

イ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月10日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年９月11日午前10時 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

横浜市契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有

効な入札を行った者を落札者とする。 

10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

完了検査終了後、請求に基づき契約金額を一括して支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 
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(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: The business 2015 Fixed Assets Tax a tax notice; tax 

papers (Land,Buildings,Depreciable assets) make up a print program,print,cutting, 

bookbinding, enclose,a seal business  

(2) Deadline for the tender: 10:00 a.m,11 September,2014 

(3) Contact point for the notice: Taxation Affairs Division ， Finance Bureau, City of 

Yokohama, 1-1 Minato-cho,Naka-ku, Yokohama,231-0017, TEL 045(671)2258 
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横浜市調達公告第247号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成26年７月22日 

                                 契約事務受任者 

     横浜市副市長 鈴 木 伸 哉 

番 

号 

落札又は随意

契約に係る物

品等又は特定

役務の名称及

び数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落 札 者

又 は 随

意 契 約

の 相 手

方 を 決

定 し た

日 

落札者又は随意契

約の相手方の氏名

又は名称及び住所

又は所在地 

落札金額又は随

意契約に係る契

約金額 

契 約 の

相 手 方

を 決 定

し た 手

続 

当該入

札公告

を行っ

た日 

随意契約

の理由 

１ 高速横浜環状

北西線建設事

業シールドト

ンネル工事の

施行に関する

協定書 

道路局横浜環

状道路調整部

事業調整課 

中区港町１丁

目１番地 

平 成 26

年 ６ 月

３日 

首都高速道路株式

会社 

東京都千代田区霞

が関１丁目４番１

号 

円

45,651,600,000

随 意 契

約 

－ 地方公共

団体の物

品等又は

特定役務

の調達手

続の特例

を定める

政令（平

成７年政

令 第 372

号）第10

条第１項

第１号 
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水道局調達公告第88号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「小雀浄水場１号配水池上部開放木柵改修工事」ほか１件の工事について、一般競争入札を

行う。 

平成26年７月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお

いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する電子入札システム（横浜市契約規則第

２条第３号の電子入札システムをいう。以下同じ。）に登録された評定点（工事ごとに定める期間内

に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とする。また、最新月に完

成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

水 道 局 
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入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同等

の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、かつ

、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当す

る入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者

に通知する。 
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(2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者

のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ

た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定する

積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書によ

り入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候

補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連

絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指

示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該

落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

(7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市水道局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 
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(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術

者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第

１項の規定により、一般競争参加停止及び指名停止措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

ただし、開札日が同一週にある政府調達協定の対象となる工事以外の複数の工事（工事契約の入札

に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱による疑義申立てがあった工事を除く。以下「一連の工

事」という。）の落札候補者等となった有資格者が、一連の工事のうち、入札公告又は指名通知書に

定める開札予定日時が最も遅いものから順に落札者となることを辞退した場合は、停止措置に該当し

ない。この場合においても、一連の工事の全部又は一部について、次のいずれかに該当するときは停

止措置に該当する。  

(ｱ) 落札候補（予定）者通知書の送付日の翌開庁日の17時を経過した後に正当な理由なく辞退したと

き。 

(ｲ) 一般競争入札（条件付）において、期間内に提出すべき資格確認書類の提出後に正当な理由なく

辞退したとき。 

(ｳ) 入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も早い工事について正当な理由なく辞退した

とき。 

イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代理

人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要

綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ

れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の

工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない

旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約につい

ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

(10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成25・26年度の横浜

市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され

ているもの。）における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定

価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高

請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８

割に満たない者は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜 

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定 

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて 
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の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 

なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

 (12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市水道局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書

等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４５２０１０２３９ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小雀浄水場１号配水池上部開放木柵改修工事 

施工場所 
戸塚区小雀町２４７０番地 

工事概要 

木柵設置工Ｌ＝３０８ｍ、木柵撤去工Ｌ＝３０８ｍ、アスファルト舗装工４０ｍ２ ほか 

工期 契約締結の日から１２５日間 

予定価格 ５，４４０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 土木 

格付等級 【土木：Ｃ】 

登録細目 【土木：一般土木工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

土木工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

次の入札参加資格を全て満たす者であること。（詳細は公告本文１（４）参照） 

（１）主たる営業所の所在地が、戸塚区又は泉区内のいずれかであること。 

（２）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

（３）現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な 

  雇用関係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １１時１０分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 要求 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当する 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 

  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 

  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 水道局小雀浄水場 電話 ０４５－８５１－１７３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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契約番号 １４５２０１０２４１ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
小雀浄水場２系沈殿池真空ポンプ定期修繕工事 

施工場所 
戸塚区小雀町２４７０番地 

工事概要 

２系沈殿池真空ポンプ修繕工一式 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 ２，９９０，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：ポンプ工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業、水道施設工事業又は管工事業に係る主任技術者を施工現場に配置するこ

と。 

当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関

係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に

専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 

係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 

した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 

置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 

し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ６日（水）午前 １１時１１分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 

  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 

  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 

  留意すること。 

（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 

  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の 

  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 

工事担当課 水道局小雀浄水場 電話 ０４５－８５１－１７３１ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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水道局調達公告第 89 号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成 26 年７月 22 日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   水道用粉末活性炭（ＷＥＴ） 約 50 トンの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成 26 年 10 月１日から平成 27 年３月 31 日まで 

 (4) 納入場所 

   旭区鶴ケ峰本町二丁目 39 番１号 

横浜市水道局鶴ケ峰配水池 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

最初の契約に係る入札公告日 

   平成 26 年１月 21 日  

(7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成 20 年３月水道局規程第７号。以下「契約規程」という。）第２条にお

いて準用する横浜市契約規則（昭和 39 年３月横浜市規則第 59 号。以下「契約規則」という。）第３

条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成 25・26 年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成 26 年７月 31 日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指

名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成 26 年７月 31 日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同

じ。）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成 26 年８月 21 日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和

23 年法律第 178 号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」とい

う。）を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒240-0045 保土ケ谷区川島町 522 番地 

横浜市水道局浄水部西谷浄水場 

電話 045(371)5335（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成 26 年９月４日から平成 26 年９月８日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。

ただし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成 26 年９月９日午後４時 10 分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成 26 年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成 26 年９月９日午後４時 10 分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 契約規程第２条において準用する契約規則第 19 条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

契約規程第２条において準用する契約規則第 13 条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
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10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 50t of Activated carbon powder for 

water treatment  

(2) Deadline for the tender: 4:10 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2249 
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水道局調達公告第90号 

特定調達契約に係る一般競争入札の施行 

 次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 競争入札に付する事項 

 (1) 件名及び数量 

   水道用粉末活性炭（ＷＥＴ） 約100トンの購入 

 (2) 物品の特質等 

入札説明書による。 

 (3) 納入期間 

平成26年10月１日から平成27年３月31日まで 

 (4) 納入場所 

   戸塚区小雀町2470番地 

横浜市水道局浄水部小雀浄水場 

 (5) 納入方法 

入札説明書による。 

(6) 一連の調達契約に関する事項 

最初の契約に係る入札公告日 

   平成26年１月21日 

(7) 入札方法 

この入札は、第１号に掲げる概算数量の総価により行う。 

(8) その他 

本案件は、電子入札案件である。詳細については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）

（以下「運用基準」という。）に定めるところによること。 

なお、運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出する

ことにより、紙による入札書の提出を行うことができるものとする。 

２ 入札参加資格 

入札に参加しようとする者は、次に掲げる条件をすべて満たし、かつ、入札参加資格を有することの

確認を受けなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号。以下「契約規程」という。）第２条にお

いて準用する横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号。以下「契約規則」という。）第３条

第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の規定により定めた資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）において「工化学薬品」に

登録が認められている者であること。 

(3) 平成26年７月31日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜市一般競争参加停止及び指名

停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 次のいずれかに該当する者であること。  

ア 当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

イ 当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

３ 入札参加の手続 

当該入札に参加しようとする者（前項第２号に規定する登録のない者で、入札説明書に定める名簿登

載手続を行うものを含む。）は、次のとおり入札参加資格の確認申請を行わなければならない。   

(1) 申請期限 

平成26年７月31日午後５時 

(2) 提出書類、提出方法及び提出期間 

  入札説明書による。 

(3) 提出場所（詳細は、入札説明書による。） 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 
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(4) 契約条項等に関する問い合わせ先 

〒231-0017 中区港町１丁目１番地 

横浜市財政局契約部契約第二課（関内中央ビル２階） 

斉藤 電話 045(671)2249（直通） 

４ 入札参加資格の喪失 

入札参加資格の確認結果の通知後、入札参加資格を有することの確認を受けた者が次のいずれかに該

当するときは、当該入札に参加することができない。 

(1) 第２項に定める資格条件を満たさなくなったとき。 

(2) 入札説明書に定める提出書類（当該書類に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。

）に虚偽の記載をしたとき。 

５ 入札に必要な書類を示す場所等 

当該契約に係る入札説明書等は、次項第２号に掲げる部課において、この公告の日から開札日まで閲

覧に供する。 

６ 入札説明書等の交付方法等 

横浜市ホームページ発注情報画面よりダウンロード可能。 

また、次に掲げる期間・場所で貸出しを行う。 

(1) 貸出期間 

公告日から平成26年８月21日まで（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23

年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」という。）

を除く毎日午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで） 

(2) 貸出場所 

〒244-0004 戸塚区小雀町2470番地 

横浜市水道局浄水部小雀浄水場  

電話 045(851)1731（直通） 

７ 入札及び開札 

(1) 入札方法及び入札期間等 

  入札に参加しようとする者は、次のいずれかの方法により入札書を提出すること。 

ア 電子入札システムによる入札書の提出 

  平成26年９月４日から平成26年９月８日まで（休日等を除く毎日午前９時から午後８時まで。た

だし、最終日は午後５時まで） 

イ 持参による入札書の提出 

(ｱ) 入札日時 

平成26年９月９日午後４時10分 

(ｲ) 入札場所 

横浜市財政局契約部入札室（関内中央ビル２階） 

ウ 郵送による入札書の提出 

平成26年９月８日午後５時までに第３項第３号に掲げる部課に必着のこと。 

 (2) 開札予定日時 

   平成26年９月９日午後４時10分 

８ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 契約規程第２条において準用する契約規則第19条の規定に該当する入札 

(2) 第２項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 入札説明書に定める提出書類に虚偽の記載をした者が行った入札 

(4) 電子入札システムにより入札書を提出する場合に、横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代

表者又は受任者以外の名義によるＩＣカードを用いて行った入札 

(5) 運用基準に定める「横浜市電子入札における紙入札参加届出書（第１号様式）」を提出していない者

が行った紙による入札 

(6) 前各号に定めるもののほか、入札説明書に定める方法によらない入札 

９ 落札者の決定 

契約規程第２条において準用する契約規則第13条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲

内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
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10 入札保証金及び契約保証金 

いずれも免除する。 

11 契約金の支払方法  

(1) 前金払 

行わない。 

(2) 契約金の支払方法 

１か月間の納入分について、納品検査終了後、その１か月分をまとめた請求により支払う。 

12 その他 

(1) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 契約書作成の要否 

要する。 

(3) 詳細は、入札説明書による。 

13 Summary  

(1) Subject matter of the contract: Purchase of approx. 100t of Activated carbon powder for 

water treatment 

(2) Deadline for the tender: 4:10 p.m. 9,September,2014 

(3) Contact point for the notice: Second Contract Division, Finance Bureau，City of Yokohama, 

1-1 Minato-cho, Naka-ku, Yokohama, 231-0017, TEL 045(671)2249 
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水道局調達公告第91号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

 次のとおり、「縮尺１／5,000市内配水管図 全市版 48冊ほかの印刷」ほか１件の契約について、一般

競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成  

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項

の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の1 0 0分の８に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落

札価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の1 0 8分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 
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５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最

低制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については

「予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする

。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

でに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとす

る。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき

は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと
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に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子

メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、ま

た、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は

指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により

落札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある

。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、

又は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関

する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争

入札参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４５２０２０３０４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
縮尺１／５，０００市内配水管図 全市版 ４８冊ほかの印刷 

納入／履行場所 
水道局給水課管路情報係 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ２月２０日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 オフセット印刷 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

２．４色機以上の印刷機を保有していること。 

３．当該物品又はこれと同等の物品に係る製造実績を有する者であること。 

提出書類 

①設備等一覧表 

②償却資産申告書種類別明細書（増加資産・全資産）の写し 

③納入（製造）実績調書 

※「公募型見積合せ参加登録」が認められている場合は、提出書類①～③を省略すること 

ができる。 

設計図書 

見本は、開札日の午後５時まで財政局契約第二課窓口にて閲覧可能。 

 

（なお、設計図書については横浜市ホームページ発注情報画面で参照可能。）  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局給水課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４５２０２０３０７ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
横浜水缶 ７２，０００本 

納入／履行場所 
水道局西・保土ケ谷地域サービスセンターほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 食料品・記念品 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時１０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ２回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 水道局総務課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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水道局調達公告第92号 

一般競争入札（水道局経理課契約分）の施行 

次のとおり、「藤塚幹線ほか２か所送・配水管位置確認探査業務委託」の契約について、一般競争入札

を行う。 

平成26年７月22日 

横浜市水道事業管理者 

水道局長 土 井 一 成 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市水道局契約規程（平成20年３月水道局規程第７号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項

の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有す

る者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（設計・測量等関係）に登載されている者である

こと。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) その他、詳細については横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、第９項第５号に定める場合を

除く。 

(2) 前項に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う 

。 

３ 設計図書の交付等 

(1) 設計図書の交付 

設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

 ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第1 7 8号）第３条に規定する休日並びに１月２日、１月３日及び12月29日から12月31

日まで（以下「土休日等」という。）を含まないものとして計算する。）の午後４時までに、質問書

（書式はダウンロード可能）を経営部経理課へ持参又はファクス（ファクス番号045-663-6732）によ

り提出すること。 

イ 質問に対する回答 

入札日の４日前（ただし、土休日等を含まないものとして計算する。）の午後１時までに発注情報

詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札及び開札日時については、契約ごとに定める。 

(2) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の1 0 0分の８に相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参

加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

契約希望金額の1 0 8分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(3) 入札の回数は２回までとする。 

(4) 合併入札の場合には、件名は全件名、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市水道局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 
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(2) 第１項に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等共同組合と当該中小企業等共同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

  なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者を落札候補者とし、入札参加者に当該落札候補者名及び当該価格を通知し、落札の決

定は保留する。 

(2) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 落札決定を保留した後、落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(4) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、その旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者を新たに落札候補者とし、前号の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで

同様の手続を繰り返す。 

(5) 第１号において落札候補者となる者がないとき又は前号イにおいて予定価格以下の価格をもって入

札した者が他にないときは再度の入札を行うこととし、この場合においても第１号から前号までの手

続は同様とする。なお、すでに無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限

価格未満の入札をした者の入札は認めない。 

(6) 第３号の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約

ごとに定める提出書類等を、開札日（第４号イにおいて新たに落札候補者になった者については、提

出を求めた日）の２日後（ただし、土休日等を含まないものとして計算する。）の午後５時までに経

営部経理課へ提出し、また、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等

が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でない

ものとし、第４号イの手続により落札者を決定する。 

(7) 第４号イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して

、当該落札候補者に通知する。 

(8) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場合の契約金の支

払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額の範囲内で、履

行済部分に応じて行う。 

９ その他 
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(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成は落札者が行うものとし、当該契約書の作成費用は落札者が負担するものとす

る。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期し、中止し、又は取り消すことがある。 

(3) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、第６項第６号に定める書類の提出をしない場合 

(4) 第６項第３号の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定さ

れた場合は、落札者として決定しないものとする。 

(5) 共同企業体による入札を行う場合は、提出書類のうち共同企業体協定書兼委任状を入札日時までに

到着するよう横浜市水道局経理課あての書留郵便により郵送又は横浜市水道局経理課まで持参しなけ

ればならない。 

(6) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市水道局契約規程、横浜市物品・委託等に関

する競争入札取扱要綱及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定めるところによるものとす

る。 
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契約番号 １４５２０３５４０７ 

入札方法 入札書の持参による 一般競争（条件付） 

件名 
藤塚幹線ほか２か所送・配水管位置確認探査業務委託 

納入／履行場所 
港南区大久保三丁目２０番３４号地先から２１番９号地先までほか２か所 

概要 

一般調査業務一式、解析業務一式 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ２月２７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 地質調査 

格付等級 - 

登録細目 【地質調査：地上ボーリング等】 

所在地区分 市内 

その他 

次の（１）、（２）及び（３）の入札参加資格を満たす者であること。 

（１）横浜市一般競争入札有資格者名簿（設計・測量等関係）（以下この項において「名簿」

という。）における上記の営業種目に登録があり、かつ、名簿において上記の登録細目及

び所在地区分に登録があること。 

（２）名簿における企業規模区分において「中小企業」として登録が認められていること。 

（３）地質調査の業務実績を有するものであること。 

提出書類 

 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札及び開札日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １０時００分  

入札及び開札場所 中区山下町２３番地 日土地山下町ビル１０階 水道局大会議室  

支払条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、設計図書に関する質問及

び回答について、公告本文第３項第２号に記載があるので留意すること。 

発注担当課 水道局南部第二給水維持課 電話 ０４５－８７１－６４６１ 

契約事務担当課 水道局経理課 電話 ０４５－６３３－０１５１ 
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交通局調達公告第67号 

一般競争入札（工事）の施行 

次のとおり、「浅間町営業所除害施設改修工事」の工事について、一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

横浜市交通事業管理者 

交通局長 二 見 良 之 

１ 入札参加資格 

入札参加者は、落札候補（予定）者通知書の送付日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）にお

いて、次に掲げる資格を全て満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する横

浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２項の

規定に基づき横浜市工事請負に関する競争入札取扱要綱（以下「入札取扱要綱」という。）第３条第１

項により定める資格を有する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（工事関係）（以下「有資格者名簿」という。）に

登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱（以下「指名停止等措置要綱」という。）に基づく

一般競争参加停止及び指名停止措置を受けていない者であること。 

(4) 工事ごとに定める入札参加資格を全て満たす者であること。 

なお、用語の定義は、次のとおりとする。 

 ア 主たる営業所の所在地 

   有資格者名簿における主たる営業所の所在地が属する行政区をいう。 

 イ 優良工事表彰事業者 

   横浜市優良工事施工会社表彰名簿に登載されている者をいう。 

 ウ 工事成績 

   工事ごとに入札参加資格として定めた工種に係る工事の横浜市請負工事検査事務取扱要綱第７条、

横浜市水道局請負工事検査事務取扱要綱第８条、横浜市交通局請負工事検査事務取扱要綱第７条及び

横浜市病院経営局請負工事検査事務取扱要綱第６条に規定する電子入札システム（横浜市契約規則第

２条第３号の電子入札システムをいう。以下同じ。）に登録された評定点（工事ごとに定める期間内

に完成した工事が２件以上ある場合は、完成した月が最新月のものを対象とする。また、最新月に完

成した工事が２件以上ある場合は、最高点のものを対象とする。）をいう。 

 エ 発注者別評価点（主観点） 

   平成25・26年度の横浜市入札参加資格審査結果通知における工種ごとの発注者別評価点（主観点）

をいう。 

 オ 横浜型地域貢献企業 

   横浜型地域貢献企業として認定されている者をいう。 

 カ 建設機械所有事業者 

   ブルドーザー、ドーザーショベル、掘削機、モーターグレーダー、トラッククレーン、クローラー

クレーン、油圧式クレーン、クレーン付きトラック、タイヤショベル又は振動ローラーを所有してい

る者又は長期の賃貸借契約（契約期間中であり、かつ契約始期から契約終期までが１年を超える賃貸

借契約に限る。）をしている者をいう。  

 キ 災害協力事業者 

   災害協力事業者名簿に登載されている者をいう。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（工事請負

関係）（以下「運用基準」という。）及び横浜市工事請負等競争入札参加要領（以下「入札参加要領」

という。）等に定めるところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。ただし、６(1)ただし書きの定めにより

入札保証金の納付を求める場合及び８(11)に定める場合を除く。 

交 通 局 
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(2) 設計図書のダウンロード等 

ア 設計図書の購入先・申込期限欄において、「電子図渡しを行う」としている案件（以下「電子図渡

し案件」という。）については、横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードする

こと。 

イ 電子図渡し案件以外の案件については、工事ごとに定める期間において、設計図書を購入しなけれ

ばならない。設計図書の購入先及び購入の申込期間は工事ごとに定める。また、工事ごとに定める期

間において、工事担当課において設計図書を閲覧に供する。 

ウ 設計図書購入の申込手続については、横浜市のホームページを参照すること。 

(3) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 入札方法等 

(1) 入札期間及び開札予定日時については、工事ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内において、電子入札システムにより入札書を提出すること。また、

郵便による入札は認めない。 

(3) 電子入札システムによらない入札参加については、運用基準第７条に定める場合を除き、認めない。 

(4) 入札にあたっては、別途指定がある場合を除き、工事費内訳書を電子ファイル化し、電子入札システ

ムを通じて入札書提出の際に添付すること。工事費内訳書の提出については、運用基準第13条を参照す

ること。また、工事費内訳書の合計金額は、入札金額と一致させること。 

なお、工事費内訳書とは、本市が工事ごとに定めた設計書のうち、工事内訳及び中科目別内訳（以下

「中科目別内訳書」という。）又は本工事内訳書（中科目別内訳書又は本工事内訳書がないものは同

等の内訳。以下同じ。）に記載した項目及び数量と一致した項目及び数量が明示されているもので、

かつ、中科目別内訳書又は本工事内訳書よりも詳細な内訳が明示されたものをいう。 

(5) 落札決定にあたっては、入札金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札参加者

は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の108分の100に相当する金額を入札金額とすること。 

(6) 入札の回数は１回とする。 

なお、開札をした結果、各者の入札のうち予定価格の制限の範囲内の入札がないときは、当該入札を

不調とする。 

(7) 合併入札の場合には、合併の対象となる全ての工事の合計金額を入札金額とすること。 

４ 入札の無効 

次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当 

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 有資格者名簿における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを用いて行った入札 

(4) ３(4)に定める工事費内訳書の提出をしない者が行った入札、又は３(4) の定めに従わない工事費内

訳書の提出をした者が行った入札 

(5) ６(1)ただし書きの定めにより入札保証金の納付を求める入札において、入札保証金の取扱いに係る

説明書４の各号に該当する入札 

(6) 特定建設共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(7) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該特定建設共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(8) 特定建設共同企業体と当該特定建設共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の特定建設共同

企業体が同一の案件において入札を行った場合、これらの特定建設共同企業体が行った入札 

(9) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行っ

た場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(10) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

５ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

(1) 開札後、最低制限価格及び予定価格（開札後に公表する場合のみ）を開札済通知により、入札参加者

に通知する。 

(2) 工事ごとに定める予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札を行った者
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のうち最低の価格をもって入札を行った者を落札候補者とする。なお、最低の価格をもって入札を行っ

た者が２者以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(3) 工事請負契約の入札に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱第３条第１項及び第２項に規定す

る積算疑義申立て期間終了後、落札候補者名及び落札候補者の入札金額を落札候補（予定）者通知書に

より入札参加者に通知し、落札の決定は保留する。 

 (4) 落札決定を保留した後、 落札候補者が入札参加資格を満たす者であるかを確認する。 

(5) (4)に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし、

入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効と

する。この場合、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札した他の者

のうち最低の価格をもって入札をした者を新たに落札候補者とし、(4) の入札参加資格の確認を行う

。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

(6) (4) の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、工事ごとに定める提出書類を、落札候

補（予定）者通知書の送付（(5) イの定めにより新たに落札候補者になった者については、その旨を連

絡した日）から翌開庁日の午後５時までの間に財政局契約第一課へ提出し、また確認のために必要な指

示に従わなければならない。上記期間内に書類が提出されない場合又は指示に従わない場合には、当該

落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5) イの手続により落札者を決定する。 

(7) (5) イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(8) 落札候補（予定）者通知書の送付後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が指名停止等措置要

綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。）に

は、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格で最低制限価格以上の価格をもって入札し

た他の者のうち最低の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。ただし、工事ごとの注意事項に、入札ボンド制度の試行対象工事であ

る旨の記載がある工事については、入札保証金の納付を求める。この場合、金融機関の入札保証等をも

って入札保証金の納付に代えることができる。また、入札保証保険契約の締結を行い、又は契約保証の

予約を受けた場合は、入札保証金を免除する。入札保証金の納付等に係る書類の提出期限、場所及び方

法等については、入札保証金の取扱いに係る説明書に定めるほか、工事ごとに定める。 

(2) 契約保証金の要否については、工事ごとに定める。 

(3) 契約保証金を求める場合の取扱いについては、入札参加要領第27条から第29条までの規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無及び方法並びに部分払の回数は、工事ごとに定める。 

なお、前金払は部分払の回数に含まない。 

(2) 工事ごとに定める前金払の方法が「する（一括）」とある場合には、契約を締結した会計年度におい

て契約金額の10分の４以内の額を支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関する規程第２条

第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約金額の10分の２以内の額を支払う。また、工

事ごとに定める前金払の方法が「する（各年）」とある場合には、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の４以内の額を当該会計年度ごとに支払うとともに、横浜市交通局公共工事の前払金に関す

る規程第２条第３項に規定する認定を受けたときには、追加して、契約で定める各会計年度の出来高予

定額の10分の２以内の額を当該会計年度ごとに支払う。 

(3) 工期が複数年度に渡る場合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当

該会計年度の支払限度額の範囲内で、出来高に応じて行う。 

８ その他 

(1) 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事に該当するか否

かは、工事ごとに明示する。 

(2) 当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結

する予定がある場合には、工事ごとに明示する。 

(3) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。この

場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(4) 配置技術者の届出後、当該工事が完成するまでの間は、当該技術者の変更はできない。ただし、技術
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者の変更が真にやむを得ないと認められる場合で、かつ、新たに配置する技術者が、工事ごとに定める

入札参加資格（変更すべき事由が生じた日を基準日とする。）を満たすと確認された場合はこの限りで

ない。 

(5) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある。 

(6) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、運用基準第14条第４項に定めるとおりとする。 

(7) 落札候補（予定）者通知書の送付後、次のいずれかに該当するときは、指名停止等措置要綱第２条第

１項の規定により、一般競争参加停止及び指名停止措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

ただし、開札日が同一週にある政府調達協定の対象となる工事以外の複数の工事（工事契約の入札

に係る積算疑義申立て手続に関する取扱要綱による疑義申立てがあった工事を除く。以下「一連の工

事」という。）の落札候補者等となった有資格者が、一連の工事のうち、入札公告又は指名通知書に

定める開札予定日時が最も遅いものから順に落札者となることを辞退した場合は、停止措置に該当し

ない。この場合においても、一連の工事の全部又は一部について、次のいずれかに該当するときは停

止措置に該当する。  

(ｱ) 落札候補（予定）者通知書の送付日の翌開庁日の17時を経過した後に正当な理由なく辞退したと

き。 

(ｲ) 一般競争入札（条件付）において、期間内に提出すべき資格確認書類の提出後に正当な理由なく

辞退したとき。 

(ｳ) 入札公告又は指名通知書に定める開札予定日時が最も早い工事について正当な理由なく辞退した

とき。 

イ 落札候補者となった者が、５(6) に定める書類の提出をしない場合 

(8) ５(4) の入札参加資格の確認とあわせて、入札取扱要綱第25条第１項の規定に基づき適格性の審査を

行い、当該工事の請負業者としての適格性に欠ける者と認定された場合は、当該工事の契約は締結しな

いものとする。 

(9) (8)の適格性の審査にあたり落札候補（予定）者通知書の送付日において、予定されている現場代理

人が、工事請負契約約款第11条第２項に定める常駐義務を満たさないおそれがある場合は、入札取扱要

綱第25条第１項第８号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意すること。 

ただし、工事監督課が同一であり、かつ、監督員と常に携帯電話等により連絡をとれる体制が確保さ

れている場合で、次のアからウのいずれかに該当するときは、この限りではない。 

ア ２件の工事請負契約の場合で、それぞれの予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。）が

2,500万円（工種「建築」の工事請負契約の場合は5,000万円）未満のとき。 

イ 工種「建築」の工事請負契約を含まない３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方

消費税相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であるとき。 

ウ 工種「建築」の工事請負契約を含む３件の工事請負契約の場合で、予定価格（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）の合計が5,000万円未満であるとき。ただし、３件の中に、工種「建築」以外の

工事請負契約を含む場合には、工種「建築」以外の工事請負契約の予定価格（消費税及び地方消費税

相当額を含む。）の合計が2,500万円未満であること。 

なお、工事現場への出動体制について制限を設けている工事請負契約、現場説明書に兼任を認めない

旨を記載している工事請負契約及び設計変更等に伴う契約変更により請負代金額（消費税及び地方消費

税相当額を含む。）が2,500万円（工種「建築」の場合は5,000万円）以上となった工事請負契約につい

ては、現場代理人の他の工事との兼任を認めないものとする。 

 (10) (8)の適格性の審査にあたり、落札候補（予定）者通知書の送付日において、平成25・26年度の横浜

市入札参加資格審査結果（変更届を提出した場合は、審査が完了し、資格審査申請システムに登録され

ているもの。）における当該工事と同工種の元請最高請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定

価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の６割に満たず、かつ、当該工事と同工種の下請最高

請負実績額が当該工事の工事費（当該工事の予定価格（消費税及び地方消費税相当額を含む。））の８

割に満たない者は、入札取扱要綱第25条第１項第９号に該当し、適格性に欠ける者となるので留意する

こと。なお、同号において変更届の提出期限の定めがあるので併せて留意すること。 

(11) 特定建設共同企業体による入札を行う場合は、入札の前に特定建設共同企業体の情報について横浜

市のホームページから登録（以下「特定ＪＶ登録」という。）を行い、提出書類のうち共同企業体協定

書兼委任状を、入札締切日時までに、横浜市役所内郵便局に到着するよう横浜市財政局契約第一課あて

の書留郵便により郵送し、又は横浜市財政局契約第一課まで持参しなければならない。 
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なお、特定ＪＶ登録並びに共同企業体協定書兼委任状の作成及び提出方法等の詳細については、横浜

市のホームページを参照すること。 

(12) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市交通局公共工事の

前払金に関する規程、入札取扱要綱、運用基準、入札参加要領及び入札保証金の取扱いに係る説明書等

に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４５３０１００２６ 

入札方法 電子入札による 

工事件名 
浅間町営業所除害施設改修工事 

施工場所 
西区浅間町４丁目３４０番１ 

工事概要 

微生物による排水処理設備設置工一式 

工期 契約締結の日から９０日間 

予定価格 ２，６５９，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除く。） 

調査基準価格 - 

最低制限価格 開札後に公表（最低制限価格制度適用） 

入 
札 
参 
加 
資 
格 

登録工種 機械器具設置 

格付等級 - 

登録細目 【機械器具設置：その他の機械器具工事】 

所在地区分 市内 

技術者 

機械器具設置工事業に係る主任技術者を施工現場に配置すること。 
当該技術者は落札候補（予定）者通知書の送付日において、（１）直接的かつ恒常的な雇用関
係にあり、（２）当該雇用期間が３か月間経過しており、（３）専任配置を要する他の工事に
専任の技術者として従事していない者でなければならない。  

その他 

現場代理人は、落札候補（予定）者通知書の送付日において、直接的かつ恒常的な雇用関 
係にあり、かつ、当該雇用期間が３か月間経過している者であること。 

提出書類 

（１）配置主任技術者・現場代理人（変更）届出書（第７号様式） （２）（１）に記載 
した資格を証明する書類（建設業法に定める技術検定の合格証明書の写し等） （３）配 
置する技術者及び現場代理人の雇用（期間）が確認できる書類（健康保険被保険者証の写 
し又は雇用保険被保険者証の写し等） 

設計図書の購入先・申込期限 
電子図渡しを行う。 
横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 ４日（月）午前 ９時００分から 
平成２６年 ８月 ６日（水）午後 ５時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ７日（木）午前 １０時１８分  

支払い条件 前金払 する（一括） 部分払 しない 契約保証 免除 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第９条第１項に規定する対象建設工事  該当しない 

注意事項 

（１）入札参加にあたっては、公告本文の記載事項を確認すること。特に、工事費内訳書 
  の作成及び提出、現場代理人の工事現場への常駐並びに最高請負実績額に係る適格性 
  の審査について、公告本文（３（４）、８（９）及び８（１０））に記載があるので 
  留意すること。 
（２）最低制限価格及び調査基準価格等の算出式の見直しを行ったので留意すること。詳 
  細は横浜市ホームページ「ヨコハマ・入札のとびら」に平成２６年６月５日掲載の  
  「工事の入札における最低制限価格及び調査基準価格等の見直しについて」を参照。 
（３）本件工事は、入札の不調による再度の発注である。 

工事担当課 交通局建築課 電話 ０４５－３２６－３８１４ 

契約事務担当課 財政局契約第一課 電話 ０４５－６７１－２２４４、２２４６ 
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交通局調達公告第68号 

一般競争入札（物品・委託等）の施行 

次のとおり、「頭部全断面熱処理レール 47本ほか」ほか３件の契約について、一般競争入札を行う。 

平成26年７月22日 

横浜市交通事業管理者    

交通局長 二 見 良 之  

１ 入札参加資格  

入札参加者は、開札日（ただし、基準日を別に定める場合を除く。）において、次に掲げる資格をす

べて満たしていなければならない。 

(1) 横浜市交通局契約規程（平成20年３月交通局規程第11号）第２条の規定により読み替えて準用する

横浜市契約規則（昭和39年３月横浜市規則第59号）第３条第１項に掲げる者でないこと及び同条第２

項の規定に基づき横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第３条第１項により定める資格を有

する者であること。 

(2) 平成25・26年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等関係）（以下「有資格者名簿」と

いう。）に登載されている者であること。 

(3) 横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱に基づく一般競争参加停止及び指名停止措置を受

けていない者であること。 

(4) 契約ごとに定める入札参加資格をすべて満たす者であること。 

(5) ＩＣカードを購入し、電子入札システムにより利用者登録を行った者であること。 

(6) その他、詳細については横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱、

横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定め

るところによる。 

２ 入札参加手続等 

(1) 入札に参加するための事前の入札参加申請手続は要しない。 

(2) １に掲げる入札参加資格の確認は、開札後に資格を確認する必要があると認める者について行う。 

３ 設計図書の交付等 

 (1) 設計図書の交付 

  設計図書の交付については契約ごとに定める。 

(2) 設計図書に関する質問及び回答 

ア 質問の締切日時及び方法 

別途指定がある場合を除き公告日の３日後（ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律

（昭和23年法律第178号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日まで（以下「休日等」

という。）を含まないものとして計算することとする。）の午後４時までに、質問書（書式はダウン

ロード可能。）を電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契

約第二課へ提出すること。 

イ 質問に対する回答 

別途指定がある場合を除き入札期間の初日の２日前(ただし、日曜日、土曜日及び休日を含まない

ものとして計算することとする。)の午後１時までに発注情報詳細の「添付文書」欄において行う。 

４ 入札方法等 

(1) 入札の期間及び開札予定日時については、契約ごとに定める。 

(2) 入札参加者は、定められた期間内（休日等を除く。）において、電子入札システムにより入札書を

提出すること。また、郵便による入札は認めない。 

(3) 紙入札による参加については、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第７条に定める場合

を除き、認めない。 

(4) 落札決定にあたっては、別途指定がある場合を除き入札金額に当該金額の1 0 0分の８に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落

札価格とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の1 0 8分の1 0 0に相当する金額を入札金額とすること。 

(5) 入札の回数は２回までとする。 

(6) 合併入札の場合には、金額はすべての契約の合計金額を記載すること。 

５ 入札の無効 
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次の入札は、無効とする。 

(1) 横浜市交通局契約規程第２条の規定により読み替えて準用する横浜市契約規則第19条の規定に該当

する入札 

(2) １に定める入札参加資格を満たさない者が行った入札 

(3) 共同企業体による入札の場合に、共同企業体協定書兼委任状の提出をしない者が行った入札 

(4) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員が同一の案件において入札を行った場合における

、当該共同企業体が行った入札及び当該構成員が行った入札 

(5) 共同企業体と当該共同企業体のいずれかの構成員を構成員とする他の共同企業体が同一の案件にお

いて入札を行った場合、これらの共同企業体が行った入札 

(6) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が同一の案件において入札を行

った場合における、当該中小企業等協同組合が行った入札及び当該組合員が行った入札 

(7) 中小企業等協同組合と当該中小企業等協同組合のいずれかの組合員が加入する他の中小企業等協同

組合が同一の案件において入札を行った場合、これらの中小企業等協同組合が行った入札 

(8) 横浜市一般競争入札参加資格審査申請における代表者又は受任者以外の名義人によるＩＣカードを

用いて行った入札 

６ 入札参加資格の確認及び落札の決定 

  開札後、次の手続により入札参加資格の確認及び落札の決定を行う。 

なお、最低制限価格制度適用案件においては、「予定価格以下の価格」は「予定価格以下の価格で最低

制限価格以上の価格」と、読み替えるものとする。また、種目「不用品買受」に係る契約については「

予定価格以下の価格」は「予定価格以上の価格」と、「最低」は「最高」と、読み替えるものとする。 

(1) 開札後、契約ごとに定める予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって

入札を行った者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21条第１号から第６号ま

でに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者であるかを確認するものとす

る。 

(2) 前号の規定により確認を行った者の取扱いは、次のいずれかによるものとする。 

ア 当該入札者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札候補者とし

、入札参加者にその旨を通知し、落札の決定は保留する。 

イ 当該入札者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効とす

る。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札候補者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(3) 予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者が２人以上

あるときは、(1)の入札参加資格の確認を行った上で、入札参加資格を満たすことを確認した者につい

て、電子くじにより落札候補者を決定するものとする。 

(4) 落札決定を保留した後、落札候補者について、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第21

条第７号から第10号までに定める事項のうち、当該契約ごとに定める入札参加資格を満たす者である

かを確認するものとする。 

(5) 前号に規定する確認の結果により、落札候補者の取扱いは次のいずれかによるものとする。 

ア 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者であることを確認した場合には、その者を落札者とし

、入札参加者にその旨を通知する。 

イ 当該落札候補者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合には、その者の入札を無効

とする。この場合、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札を

した者について、(1)の入札参加資格の確認を行う。以後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り

返す。 

(6) (1)において予定価格以下の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者

がないとき若しくは(2)イ又は(5)イにおいて予定価格以下の価格をもって入札した者が他にないとき

は再度の入札を行うこととし、この場合においても(1)から(5)までの手続は同様とする。なお、すで

に無効の入札をした者及び最低制限価格制度適用案件において最低制限価格未満の入札をした者の入

札は認めない。 

(7) (4)の入札参加資格の確認にあたっては、当該落札候補者は、別途指定のある場合を除き、契約ごと

に定める提出書類等を、開札日（(2)イにおいて新たに落札候補者になった者については、提出を求め

た日）の２日後(ただし、休日等を含まないものとして計算することとする。）の午後５時までに電子
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メール（送信先アドレスは「za-joukenshorui@city.yokohama.jp」）により契約第二課へ提出し、ま

た、確認のために必要な指示に従わなければならない。上記期間内に書類等が提出されない場合又は

指示に従わない場合には、当該落札候補者は入札参加資格を満たす者でないとし、(5)イの手続により

落札者を決定する。 

(8) (5)イの手続により、落札候補者の入札を無効とした場合には、入札を無効とした理由を付して、当

該落札候補者に通知する。 

(9) 開札後、落札決定するまでの間に、当該落札候補者が横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置

要綱第２条第１項、第３条又は第４条に該当した場合（ただし、軽微な事由による停止措置を除く。

）には、その者を落札者とせず、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低

の価格をもって入札した者を新たに落札候補者とする。 

７ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金はこれを免除する。 

(2) 契約保証金の有無については契約ごとに定める。 

８ 契約金の支払方法 

(1) 部分払の有無及び回数は、契約ごとに定める。 

(2) 長期継続契約、継続費又は債務負担行為に係る契約である場合には、契約ごとに明示する。この場

合の契約金の支払いは、契約期間中の各会計年度において、契約で定める当該会計年度の支払限度額

（長期継続契約については支払予定額）の範囲内で、履行済部分に応じて行う。 

９ その他 

(1) 入札を執行し、落札者が決定したときは、本市の定める契約書の取り交わしをするものとする。こ

の場合、契約書の作成費用は落札者が負担するものとする。 

(2) 必要と認めるときは入札を延期（入札期間の延長を含む。）し、中止し、又は取り消すことがある

。 

(3) 本市の都合により、開札日時を変更する場合、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）第13

条第４項に定めるとおりとする。 

(4) 開札後、次のいずれかに該当するときは、横浜市一般競争参加停止及び指名停止等措置要綱第２条

の規定により、一般競争参加停止及び指名停止の措置を行う。 

ア 落札候補者となった者が、正当な理由なく落札者となることを辞退した場合 

イ 落札候補者となった者が、６(7)に定める書類の提出をしない場合 

(5) ６(1)及び(4)の入札参加資格の確認とあわせて、横浜市物品・委託等に関する競争入札取扱要綱第

23条第１項の規定に基づき適格性の審査を行い、当該契約の相手方としての適格性に欠ける者と認定

された場合は、落札者として決定しないものとする。 

(6) 地方自治法第234条の３に規定する長期継続契約である場合、契約締結日の属する年度の翌年度以降

において、当該契約に係る本市の歳出予算が減額又は削減されたときは、本市は当該契約を変更し、

又は解除することができるものとする。 

(7) その他、この公告に規定のない事項については、横浜市交通局契約規程、横浜市物品・委託等に関

する競争入札取扱要綱、横浜市電子入札運用基準（物品・委託等関係）及び横浜市物品・委託等競争

入札参加者要領等に定めるところによるものとする。 
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契約番号 １４５３０２０２９５ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
頭部全断面熱処理レール ４７本ほか 

納入／履行場所 
交通局上永谷車両基地 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１２月１５日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 鋼材 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内、準市内又は市外 

その他 

１．有資格者名簿において、市内業者については上記の種目を登録していること、準市内 

業者及び市外業者については上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー、販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局施設課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４５３０２０３０２ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
無停電電源装置（ＧＳユアサ） ３台 製品指定 

納入／履行場所 
横浜市営地下鉄新横浜駅信号扱所ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１１月２８日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 電気機械類 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること。 

２．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

３．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局電気課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４５３０２０３０４ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
小型貨物自動車（１．２５ｔトラック）（ニッサン又はいすゞ） １台 同等品可 

納入／履行場所 
交通局緑営業所 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２６年１１月 ７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 - 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 自動車 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１．有資格者名簿において上記の種目を第３位までに登録していること。 

２．次のいずれかに該当する者であること。 

①当該物品又はこれと同等の物品に係る納入実績又は製造実績を有する者 

②当該物品に係るメーカー・販売代理店等の引受証明を受けた者 

提出書類 

納入（製造）実績調書又は引受証明書（納入（製造）実績がない場合） 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ４日（月）午後 １時２０分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 しない 契約保証 免除 

注意事項 

事前に同等品の確認を求める場合は、入札期間の初日の３日前（ただし、休日等を含まな 

いものとして計算することとする。）の午後１時までに同等品に関する申告書等の資料を 

電子メール（送信先アドレスは「za-situmonsho@city.yokohama.jp」）により契約第二課 

へ提出すること。回答は入札期間の初日の前日までに直接行う（随時）。 

発注担当課 交通局営業課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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契約番号 １４５３０３０２９０ 

入札方法 電子入札による 一般競争（条件付） 

件名 
駅照明器具・広告看板清掃及び蛍光ランプ交換作業（３号線） 

納入／履行場所 
市営地下鉄あざみ野駅ほか 

概要 

 

納入／履行期間等 契約締結の日から平成２７年 ３月２７日まで 

調査基準価格 - 

最低制限価格 最低制限価格制度適用 

入 

札 

参 

加 

資 

格 

種目 建物管理 

格付等級 - 

登録細目 

所在地区分 市内 

その他 

１ 有資格者名簿において上記の種目を第１位に登録していること。 

２ 次のいずれかを満たす者であること。 

（１）有資格者名簿において企業規模が「中小企業」であること、かつ上記の種目におい 

てＢの等級に格付けされている者。 

（２）平成２１年４月１日以降に、本案件を元請として履行した実績を有する者。 

提出書類 

履行実績申告書（建物管理用） 

※ Ｂの等級に格付けされている者を除く。 

設計図書 
電子図渡しを行う。 

横浜市ホームページ発注情報画面より設計図書をダウンロードすること。  

入札期間 
平成２６年 ８月 １日（金）午前 ９時００分から 

平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時００分まで  

開札予定日時 平成２６年 ８月 ５日（火）午後 １時０５分  

支払い条件 前金払 しない 部分払 ３回以内 契約保証 免除 

注意事項 

 

発注担当課 交通局電気課 

契約事務担当課 財政局契約第二課 
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病院経営局調達公告第 11 号 

   特定調達契約の落札者等の決定 

 特定調達契約の落札者等を次のとおり決定した。 

   平成 26 年 7 月 22 日 

                             横浜市病院事業管理者 髙 橋 俊 毅  

番

号 

落札又は随意

約に係る物品

等又は特定役

務の名称及び

数量 

契約に関する

事務を担当す

る部課の名称

及び所在地 

落札者

又は随

意契約

の相手

方を決

定した

日 

落札者又は随意

契約の相手方の

氏名又は名称及

び住所又は所在

地 

 

落札金額又は

随意契約に係

る契約金額 

契約の

相手方

を決定

した手

続 

当 該

入 札

公 告

を 行

っ た

日 

随意契

約の理

由 

１ 横浜市立市民

病院医療情報

システム更新

業務委託 一

式 

横浜市立市民

病院医療情報

室     

保土ケ谷区岡

沢町 56 番地 

     

平成 26

年 6 月

26 日 

日本電気株式

会社神奈川支

社 

西区みなとみ

らい二丁目３

番５号 

        円

604,162,800

随意契

約 

－ 地 方 公

共 団 体

の 物 品

等 又 は

特 定 役

務 の 調

達 手 続

の 特 例

を 定 め

る 政 令

（ 平 成

７ 年 政

令第 372

号 ） 第

10 条第

１ 項 第

２号 
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